

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































租税法論Ⅱ    
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• 2000年CAI Web化プロジェクト開始（Linuxベース）（Web化＋問題の総入れ替え） 
• 2002年WebベースのCAI運用開始（簿記CAI，原価計算CAI） 
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４．横浜国立大学「会計CAI （ omputer-Aid d Instruction）」。
　　https://www.cba.ynu. c.jp/curriculum/cai/
（Webページはいずれも2019年12月６日が最終閲覧日である。）
－ 21 －
はじめに
　現在，大学教育の場では，AI時代における人材育成として，いわゆるe-Learningや情報教育
が注目を集めている。
　「AI時代の人材育成に向けた政府の取り組み」として，森晃憲文部科学省大臣官房審議官は，
令和元年６月11日，統合イノベーション戦略推進会議にて決定された「AI戦略2019～人・産業・
地域・政府全てにAI～」に関し，次のように述べている１。森氏は，「従来の『読み・書き・
そろばん』に代わって，デジタル社会においては『数理・データサイエンス・AI』の三拍子
が必要であると示され，2025年までの実現を念頭に，今後の施策目標が設定されています」と
し，大学１～２年生段階を対象としたリテラシー教育，大学３～４年を対象とした「応用基礎
教育」を提唱している。さらに文部科学省としても入口から出口までを見据えた「数理・デー
タサイエンス・AI教育を促進する取り組み」を必要とし，2024年度の全国共通テストには「情
報Ⅰ」の科目の追加を検討するとしている。
　このような動きを受けて，我が国の大学では，AI時代における人材育成として，e-Learning
や情報教育に注力し対応することが求められているのである。
　そこで本稿では，鹿児島国際大学（以下，本学と称す）におけるMoodleを使ったe-Learning
教育に力を注いでおられる経済学部・経営学科の表正幸教授（以下，表氏とする）の取り組み
を先行研究として取り上げ，次に，九州地方では西南学院大学，関東地方では横浜国立大学，
近畿地方では関西学院大学におけるe-Learningを使った簿記・会計教育の調査結果をもとに，
各大学のe-Learning教育の実態を明らかにする。その中で，最終的な研究目標である「本学の
簿記・会計教育において，どのようにe-Learning教育を導入すべきかの検討と導入の際の具体
的モデル・活用方法の提示」へ向けて，参考にするべき導入方法の抽出・検討を行うものである。
１．先行研究
　本学でのLMS（Learning Management System）の利用率は決して高くない。本学では
Moodleを導入し，e-Learningの活性化を試みているが，coding（問題作成）に関するノウハウ
を示す専門書がなく，活かしきれていない現状がある。このような状況下において，本学の表
氏は，独自で研究・開発したノウハウをもとに，英語教育に導入することを試みている。表氏
は2009年～2014年にかけて，Moodleを使ったデータベース構築，レッスンモジュールの作成，
授業評価に関する研究・論文執筆を行っている。本稿ではその中で，2009年～2011年までの研
究を先行研究として取り上げる。
　表（2009）２では，Moodleを使ったデータベース構築にあたり，まず英語教育においてどの
ように英語教材を見直し，データベースに組み込んでいくのかの検討がなされている。具体的
には教材用の例文を選定し，どのようにデジタル化し，Webサイトに載せるのかが検討されて
いる。
　表（2010）３では，実際にMoodleを導入していくにあたり，コンテンツの作成が必須となる
ため，これらの作成過程を明らかにし，作成のノウハウを示している。Moodleの活用に関す
る専門書はあるものの，コンテンツの作成方法が具体的に記されているものは少なく，コンテ
ンツの作成に困難を伴う。そこで，自ら手探りでのコンテンツ作成に取り組み，具体的な作成
方法を明らかにしている。
　表（2011）４では，オンラインテキストの作成における具体的な作成・設定方法を明らかにし
ている。学生に試験対策として「小テスト」を解かせるべく，この小テストの作成方法，解か
せる時間や回数などの設定方法，判定やレビューオプションの設定にも触れている。また問題
の各出題方法（穴埋め問題，並べ替え問題，記述問題等）に即した，作問の方法なども明らか
にしている。
２．実態調査
　本研究の目的は， e-Learning手法を用いた簿記・会計教育の実践へ向けたモデルの構築とそ
の活用である。本学においてe-Learning手法を用いた簿記原理（初学者向けの授業・経営学科
必修科目）の実施を実現するべく取り組むものである。
　そこで，まず，e-Learningのコンテンツを作成し，活用に成功している大学（組織）や教員（個
人）にヒアリング調査・授業見学を行い，導入の実態を明らかにする。
　研究協力者として，九州地方では西南学院大学の教員１名，関東地方では横浜国立大学の教
員２名，近畿地方では関西学院大学の教員１名にご協力いただき，ヒアリング調査を行った。
（１）福浦幾巳教授（西南学院大学　商学部 商学科）
調査日：2019年10月11日
①　e-Learning 導入の取り組み
　福浦氏は，西南学院大学に赴任すると同時に，これまで福浦氏が作成してきたe-Learningコ
ンテンツを，すでに導入されていたMoodleを通じて授業に取り入れている。「Moodleはメンテ
ナンス料が少額で済み，コスト・ベネフィットの観点からも有用であると判断し，利用してい
る」とのことである。ちなみに，西南学院大学では，現在，学部を問わず，多数の教員が利用
している。
　福浦氏は，科学研究費助成に基づく基盤研究（A）研究課題番号　25245057　研究期間　
2013年10月～2016年３月における個人研究編として，富士通Internet Navigwareにより「ヨー
イドン簿記」を研究し，システムを開発している。この「ヨーイドン簿記」は，「覚える教育
から考え，そして創造する教育へ」を目指し開発されたものであるが，「いまは自身開発のシ
ステムの一部である音声付き事前学習用および講義用のパワーポイント教材，そしてPC持参
の上，エクセルによる表・計算式を活用した問題・小テスト等のコンテンツを基礎とし，これ
らのコンテンツを学生がインターネットによりダウンロードし，自らが実践し解答していく形
式をとっている」とのことであった。
　このコンテンツには一定の学習効果も認められている。例えば仕訳➡総勘定元帳➡合計残高
試算表➡精算表の一連の会計処理を，仕訳を入力すれば全てが連動し，流れが見えるしくみ
（コンテンツ）を構築している。この連動する仕組みを肌で感じることにより，より学生たち
の理解を促すのである。学内のみならず自宅であってもネット環境さえ整っていれば学習可能
なコンテンツとなり，今後のライブ授業や課題学習など，活用の範囲が広いものとなっている。
福浦氏は，「ヨーイドン簿記」のシステム開発の際に，簿記の一連の学習内容の説明・例題等
をエクセルにより作成し，膨大なコンテンツを有している。「このコンテンツを，今後も役立
てたい，Moodleにおいても活用したい」との思いから，現在の導入に至っている。
②　現在の導入状況
　現時点でのMoodleの活用は，システム研究不足のため限定的な範囲で行われているとのこ
とであった。学生にエクセルによりプログラミングした問題を，Moodleを通じてダウンロー
ドさせ，これを宿題として解かせる，もしくはPC利用の上，授業中教材として利用するなど
している。これらの問題の採点・集計については，授業中に学生自ら採点をさせる，もしくは
教員が持ち帰り，採点し評価するなどしている。本来であれば，採点・集計もMoodleのプロ
グラミングを行い活用したいところであるが，プログラミングに適した資料・文献が手に入ら
ず，苦慮しているとのことであった。現在は，コミュニケーション・ツールとして活用し，事
前の問題配布や連絡事項等を伝える伝言板として利用している。学生自ら印刷させることによ
り，印刷用紙の無駄や時間の短縮が図られている。毎回の授業終了後，翌日にMoodleに解答
を掲示し，学生たちに閲覧させている。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　福浦氏は，このe-Learningについて，大学としてどのような体制でやっていくのかが問題で
あると指摘している。教員個人で取り組むのには限界があり，費用をかけずにいかに効果を上
げていくかが課題であるとの指摘である。
　現在の授業の形式としては板書を行わず，基本的にはパワーポイントを利用した講義形式を
導入し，練習問題に関しては学生に印刷をさせて持参させている。簿記の全容を教える際に，
パワーポイント教材，エクセルにより作成したコンテンツを利用しており，全15回の授業のう
ちほとんどがこれらのコンテンツを利用して行っている。上記のように授業中に学生たちはパ
ソコンを持ち込み，練習問題をパソコン上（エクセル）で解いているのである。現在，他学部
ではMoodleのプログラミングを試みて活用しようとしているようであるが，会計分野では強
制はされていないとのことであった。
　学習効果としては，理想と現実のギャップがあるかもわからないが，一連の簿記の手続きを
理解させるのには有効であると福浦氏は考えている。また授業中に携帯電話で遊んでしまう学
生に対し，これらの利用により積極的に授業に向かわせる方法としても有効であるとしてい
る。本来であれば簿記に関しては寺子屋方式が良いと考えているが，今の学生たちの気風を理
解し，対応しているとのことであった。このような方法でのe-Learning導入により，授業中で
あっても学生同士で問題についての議論を行わせ，共に考え問題を解かせることにより，学生
たちが「自ら考える」という教育を実現しようとしているのである。
　福浦氏は今後の課題として「Moodleと連携した外部のクラウドコンピューティング（Cloud 
computing）を活用することによりソースの高度化を図っていく必要性があり，そのためには，
コンテンツ作成のノウハウやオンラインテキストの作成方法などを新たに学び，作成する必要
がある」と力説している。
（出所：福浦氏提供。授業中におけるパワーポイント資料とエクセルにより作成された合計残
高試算表の作成手順を示したコンテンツ。）
（２）高橋賢教授（横浜国立大学　大学院国際社会科学研究院）
調査日：2019年9月5日
①　e-Learning 導入の取り組み
　横浜国立大学におけるe-Learning 導入の取り組みは，多額の資金を投入した大学組織とし
ての大掛かりなものであるといえる。
　横浜国立大学では，1988年よりCAI（Computer-Aided Instruction）の開発が始まっている
（第１世代CAI，図表２参照）。第１世代CAIの開始は，ある教員の思い付きがきっかけである。
まだ日本にはなかったアメリカのCAIコンテンツやコンピュータソフトの存在を知った教員
が，これらのソフトを作成し横浜国立大学にて導入しようと試みたのである。
　この当時の練習問題の出題方式は，大問として精算表の作成を提示し，勘定科目は選択式，
数値は入力をさせるものであった。
　第２世代CAIにおいては毎回，CAI向けの授業プリント・配布資料を作成し配布するという
形式をとっている。
　第３世代CAIでは，「基幹コンピューターが変わるたびに費用が生じることを回避すべく，
Web化への移行」が求められ，移行がなされている。この「第３世代CAI」とされる2000年以降，
システム会社との共同作成・導入がなされている。これは，コンテンツ作成を研究者が行い，
オンライン化による導入・稼働は，専門のシステム会社が行うという形式をとっている。この
第３世代CAIにおけるWeb化・導入に関し，中心人物として貢献を果たしたのが高橋氏である。
（出所：高橋賢（2017）「学部における原価計算・管理会計 教育の現状と可能性 ～教材開発と
ゲーミフィケーション」日本原価計算研究学会統一論題報告資料，2017年９月12日。）
②　現在の導入状況
　現在稼働している会計CAIのコンテンツは，簿記CAI（Ⅰ･Ⅱ）・原価計算CAI・原価計算上
級CAI・管理会計CAI・制度会計CAI・国民会計CAIである。高橋氏はこのうち原価計算CAI・
原価計算上級CAI・管理会計CAIを担当授業に活用している。
　高橋氏は，CAIを授業で活用するにあたり，原価計算CAIに準拠したテキストを執筆してい
る。高橋賢（2015）『テキスト原価会計（第２版）』中央経済社（初版は2009年）である。これは，
原価計算CAIに準拠したテキストがなかったため，学内からの強い要望もあり執筆されたもの
である。学生に最初にこのCAIシステムを理解させる手段として，以前は初回の授業にてCAI
の利用方法などを学生に説明していたが，現在はマニュアルを表示し，学生自らに理解させる
方法をとっている。
　単位認定への活用（成績評価への活用）として，「原価会計論」では，CAIを期限内に全８
問解答すると20点（完答していない場合は何問解いていても０点），期末試験80点の100点満点
で成績評価をするという方法をとっている。これにより，CAIの完答率を上げ，定期試験の成
績を向上させることを目的としている。さらに，いつ学生がこの問題を解いたのか（期限を設
け，期限内に問題を解いているか）ということも評価の対象としている。
　また，原価計算コンテンツは，問題生成プログラムによって問題条件のランダム抽出設定が
なされており，学生たちはそれぞれ数値が違う問題を解くこととなり，同じ問題を解く可能性
は極めて低い。「他の学生の答案を見せてもらう」という行為を防止することができる仕組み
となっている。第３世代CAIでは高橋氏が作成したコンテンツを，システム会社がオンライン
化し導入・稼働させるという方法をとっていたが，第４世代CAI以降は，システム会社から学
内の情報処理システムに管理が移行され，自製できるようになっている（学部の情報処理担当
の助手によるオンライン化・管理が実現している）。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　この「原価会計論」における評価方法としては，CAIに20点が配点され，80点を定期試験に
配点するが，この80点の内訳は，論述30点，計算40点，応用問題10点である。CAIの導入によ
り，特に計算問題に関する正答率が上がっているとの指摘が高橋氏からもあり，計算を要する
科目においては一定の効果が得られると考えられる。
　横浜国立大学の場合，かつてはかなりの予算をこのCAIの導入に割くことができる状況にあ
り，このような大掛かりな導入が実現している。このCAIシステムでは，問題の作問，採点，
評価，記録，集計が行われ，かつ正確になされるため，授業における教員の負担もかなり削減
され，また一定の成果が得られている。本学においても積極的に導入したいところであるが，
資金面における問題があるため，この横浜国立大学と同様の導入は難しいと考える。そこで同
様の効果は得られないまでも，少しでも効果が望めるシステムの導入を検討すべきであるとい
えよう。
　また今回の原価計算CAIにおいて，一定の学習効果が得られているが，これは高橋氏がコン
テンツ作成の際に設定している問題作成プログラムによる問題条件のランダム設定が大きな貢
献を果たしていると考えられる。今後のコンテンツの作成において，ランダムに出題できるコ
ンテンツ開発は必須であるといえよう。
　最後に高橋氏は，これらのCAI導入の利点として以下を挙げている。「これらのCAIシステ
ムは，大学のカラー（教育の独自性）を出すのに貢献していると考えている。大学教員（研究者）
は必ずしも一つの大学に留まる者ばかりでなく，大学は常に教員が入れ替わる可能性を持って
いる。しかし，教員が入れ替わろうとも，システムは受け継がれることとなり，大学の独自性
が引き継がれるのである。また一つの科目を複数の教員が担当している場合においては内容の
平準化をもたらすことができ，ローテーション制の高い科目や，基礎科目には有効であると考
えている」としている。
情報処理センター研究年報　No.25（2020.3）
（出所：高橋氏提供。原価計算CAIにおける原価会計論の受講状況。）
（３）原俊雄教授　（横浜国立大学　大学院国際社会科学研究院）
調査日：2019年12月20日
①　e-Learning 導入の取り組み
　簿記CAI開発の経緯として，まず第１世代CAI・第２世代CAIでは，簿記原理（簿記論の旧
科目）の授業の記帳練習という位置づけで導入されている。この当時は特殊仕訳帳制を前提と
した簿記一巡の手続きに関する総合問題が出題される形式で導入されていた。またワープロに
よる勘定科目の入力は困難であったため，勘定科目については数字にコードを付してから入力
させ，さらに60個の取引のうち８個には初期値と変更値を設定し，いずれかに金額がランダム
に割り当てられるようにしていた。第３世代CAIでは，基礎レベルから段階的に進捗度に応じ
て作問がなされている。また勘定科目は選択ではなく，自ら入力させる方法をとり，勘定科目
を正確に覚えさせるという効果をもたらしている。問題に関しては複数の問題を用意し，数字
だけでなく取引順序もランダムに設定されるため，より効果的なCAIシステムとなっている５。
②　現在の導入状況
　原氏は，簿記CAIを授業で活用するにあたり，テキストとして大藪俊哉編著（2010）『簿記
テキスト（第５版）』中央経済社（初版は2000年）を使用している。これは簿記原理の授業用
として原氏も加わり執筆されたものであり，第３世代CAIは，このテキストの内容に準拠して
いる。
　単位認定への活用（成績評価への活用）として，「簿記論Ⅱ」では，簿記CAI上に毎回の授
業内容に関する練習問題を掲示し，期限内に解くことを求めている。また段階を踏む形での作
問がなされているため，第１問が解けなければ次の第２問へ進むことができない仕組みとなっ
ている。全問解答すると10点（完答していない場合は何問解いていても０点），期末試験90点
の100点満点で成績評価をするという方法をとっている。
　また，エクセルによって作成された簿記CAIコンテンツは，ランダム抽出設定がなされてお
り，学生たちは，複数の問題から抽出された問題を解くこととなる。評価については，いつ学
生がこの問題を解いたのか（期限を設け，期限内に問題を解いているか）ということや，完答
できているかどうかをもとに行われている。
　また授業中は，テキストの例題を，パワーポイントを用いて説明を行い，理解できたかどう
かの確認を，授業中に質問をし，クリッカー６を使い確認する形式をとっている。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　この簿記CAIの学習効果として，原氏は以下のように述べている。「簿記論Ⅱの受講者が300
名を超える現状を鑑みると，一人一人の練習問題を採点し集計することは大変な負担となり，
実行に困難を伴う。この簿記CAIを導入するまでは，学生が自分で採点し確認をさせるのみで
あったが，導入後は授業時間外学習の状況も把握でき，かなり効果があると考えている」とし
ている。また学生の自主的な学習の促進につながっているとの指摘もあった。
　この原氏は，第３世代CAI導入の際に，高橋氏とともにCAI導入に貢献している人物である。
（出所：原氏提供。簿記CAIに提示されている問題と答案用紙。）
（４） 川端千暁助教　（関西学院大学　商学部）
調査日：2019年６月９日
①　e-Learning 導入の取り組み
　関西学院大学では，「簿記基礎」として，前期（週２回）・後期（週２回）必修科目４単位の
授業を行っている。「簿記基礎」を３人教員が担当しており，学生が３人の教員のうち自由に
受講する教員を選択する形式であり，学期の途中で担当教員を変更することも可能である。使
用テキストは各教員とも同じであるが，授業方法は各教員の裁量に任されている。テキストは
関西学院大学会計学研究室編（2019）「新版　基本簿記論（第４版）」中央経済社 （初版は2012年）
を使用しており，これは関西学院大学の会計教員を中心に簿記教育用に執筆されたものであ
る。基本的には，簿記・会計教育において，大学組織としてのe-Learning 導入の取り組みは
行われておらず，教員個人の裁量に任されている。
②　現在の導入状況
　川端氏の授業形式は，基本的にはパワーポイントを使用しており，テキストをスライド化し
たものを利用している。LUNAブラックボード（関西学院大学インターネットサイト）に授業
資料を貼り付け，履修者のみ閲覧可能の設定を行い，授業後学生たちが復習をすることができ
る，授業を欠席した学生が授業の内容を把握できるという仕組みをとっている。
　川端氏は授業中に確認問題を掲示し，Google Education７を利用し，授業中に何割の学生が
理解できているかを確認しながら授業を行っている。このGoogle Educationは無料かつ携帯電
話により簡単に使用できるため，学生たちが利用しやすいという利点がある。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　川端氏は，e-Learning導入の利点として，以下のように述べている。「Google Education を
利用し確認しながら授業を進めることにより，より適正な速さで授業を行うことができると考
えている。授業中試験をした結果，Google Educationを利用して授業を行った論点の理解度が
かなり高いことがわかり，一定の効果があると認識している」としている。
　今後の課題として，川端氏は動画を利用した授業を積極的に行いたいとしており，すでに試
験的に動画を作成している（You Tubeに作成動画を挙げている）。またGoogle Educationをもっ
と活用した取り組みを行っていきたいとしている。大学として取り組みが行われる前に，自ら
できることをやっていきたいとの意欲的な意見であった。また他大学で同じ考えを持つ若手研
究者と協力し，コンテンツの作成なども行っていきたいとのことであった。川端氏は，
e-Learningを利用することにより今後の展開を模索している若手研究者の一人であるといえよ
う。
 
（出所：川端氏提供。Google Education を利用した理解度の表示と川端氏が作成した動画。）
おわりに
　各大学の先生方のご協力により，e-Learningを導入した簿記・会計教育についての調査を行
うことができた。これらの調査結果は，大学組織もしくは個人としてe-Learningを積極的に導
入し，学生の理解を高め，大学教育に役立てようとしている教員の意欲が感じられるものであ
った。これらの各大学の先生方の取り組みについては，来年度も引き続き調査し，e-Learning
導入の効果を確認したいと考えている。また，これらのe-Learning導入に関しては，資金面と
の兼ね合いが問題であることが改めて明らかになったといえよう。横浜国立大学のような大掛
かりな導入は資金面からは難しいと考える。そこで，導入費用が比較的少額で済むMoodleを
利用し，簿記教育に組み込むことを目標に，コンテンツの作成に取り組みたいと考えている。
これには本学の表氏が論文にて明らかにしているコンテンツ作成のノウハウを理解し，簿記・
会計教育に応用することを試みることが必要となる。そして最終的な研究目標である「本学の
簿記・会計教育において，どのようにe-Learning教育を導入すべきかの検討と導入の際の具体
的モデル・活用方法の提示」を実現するべく，コンテンツを作成し，本学の教育に導入したい
と考えている。
（謝辞）
　本稿の執筆に際してご協力を頂いた，鹿児島国際大学の表正幸教授，西南学院大学の福浦幾
巳教授，横浜国立大学の高橋賢教授，原俊雄教授，関西学院大学の川端千暁助教に御礼申し上
げます。
　なお本稿は，鹿児島国際大学情報処理センター研究助成の研究成果の一部である。
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はじめに
　現在，大学教育の場では，AI時代における人材育成として，いわゆるe-Learningや情報教育
が注目を集めている。
　「AI時代の人材育成に向けた政府の取り組み」として，森晃憲文部科学省大臣官房審議官は，
令和元年６月11日，統合イノベーション戦略推進会議にて決定された「AI戦略2019～人・産業・
地域・政府全てにAI～」に関し，次のように述べている１。森氏は，「従来の『読み・書き・
そろばん』に代わって，デジタル社会においては『数理・データサイエンス・AI』の三拍子
が必要であると示され，2025年までの実現を念頭に，今後の施策目標が設定されています」と
し，大学１～２年生段階を対象としたリテラシー教育，大学３～４年を対象とした「応用基礎
教育」を提唱している。さらに文部科学省としても入口から出口までを見据えた「数理・デー
タサイエンス・AI教育を促進する取り組み」を必要とし，2024年度の全国共通テストには「情
報Ⅰ」の科目の追加を検討するとしている。
　このような動きを受けて，我が国の大学では，AI時代における人材育成として，e-Learning
や情報教育に注力し対応することが求められているのである。
　そこで本稿では，鹿児島国際大学（以下，本学と称す）におけるMoodleを使ったe-Learning
教育に力を注いでおられる経済学部・経営学科の表正幸教授（以下，表氏とする）の取り組み
を先行研究として取り上げ，次に，九州地方では西南学院大学，関東地方では横浜国立大学，
近畿地方では関西学院大学におけるe-Learningを使った簿記・会計教育の調査結果をもとに，
各大学のe-Learning教育の実態を明らかにする。その中で，最終的な研究目標である「本学の
簿記・会計教育において，どのようにe-Learning教育を導入すべきかの検討と導入の際の具体
的モデル・活用方法の提示」へ向けて，参考にするべき導入方法の抽出・検討を行うものである。
１．先行研究
　本学でのLMS（Learning Management System）の利用率は決して高くない。本学では
Moodleを導入し，e-Learningの活性化を試みているが，coding（問題作成）に関するノウハウ
を示す専門書がなく，活かしきれていない現状がある。このような状況下において，本学の表
氏は，独自で研究・開発したノウハウをもとに，英語教育に導入することを試みている。表氏
は2009年～2014年にかけて，Moodleを使ったデータベース構築，レッスンモジュールの作成，
授業評価に関する研究・論文執筆を行っている。本稿ではその中で，2009年～2011年までの研
究を先行研究として取り上げる。
　表（2009）２では，Moodleを使ったデータベース構築にあたり，まず英語教育においてどの
ように英語教材を見直し，データベースに組み込んでいくのかの検討がなされている。具体的
には教材用の例文を選定し，どのようにデジタル化し，Webサイトに載せるのかが検討されて
いる。
　表（2010）３では，実際にMoodleを導入していくにあたり，コンテンツの作成が必須となる
ため，これらの作成過程を明らかにし，作成のノウハウを示している。Moodleの活用に関す
る専門書はあるものの，コンテンツの作成方法が具体的に記されているものは少なく，コンテ
ンツの作成に困難を伴う。そこで，自ら手探りでのコンテンツ作成に取り組み，具体的な作成
方法を明らかにしている。
　表（2011）４では，オンラインテキストの作成における具体的な作成・設定方法を明らかにし
ている。学生に試験対策として「小テスト」を解かせるべく，この小テストの作成方法，解か
せる時間や回数などの設定方法，判定やレビューオプションの設定にも触れている。また問題
の各出題方法（穴埋め問題，並べ替え問題，記述問題等）に即した，作問の方法なども明らか
にしている。
２．実態調査
　本研究の目的は， e-Learning手法を用いた簿記・会計教育の実践へ向けたモデルの構築とそ
の活用である。本学においてe-Learning手法を用いた簿記原理（初学者向けの授業・経営学科
必修科目）の実施を実現するべく取り組むものである。
　そこで，まず，e-Learningのコンテンツを作成し，活用に成功している大学（組織）や教員（個
人）にヒアリング調査・授業見学を行い，導入の実態を明らかにする。
　研究協力者として，九州地方では西南学院大学の教員１名，関東地方では横浜国立大学の教
員２名，近畿地方では関西学院大学の教員１名にご協力いただき，ヒアリング調査を行った。
（１）福浦幾巳教授（西南学院大学　商学部 商学科）
調査日：2019年10月11日
①　e-Learning 導入の取り組み
　福浦氏は，西南学院大学に赴任すると同時に，これまで福浦氏が作成してきたe-Learningコ
ンテンツを，すでに導入されていたMoodleを通じて授業に取り入れている。「Moodleはメンテ
ナンス料が少額で済み，コスト・ベネフィットの観点からも有用であると判断し，利用してい
る」とのことである。ちなみに，西南学院大学では，現在，学部を問わず，多数の教員が利用
している。
　福浦氏は，科学研究費助成に基づく基盤研究（A）研究課題番号　25245057　研究期間　
2013年10月～2016年３月における個人研究編として，富士通Internet Navigwareにより「ヨー
イドン簿記」を研究し，システムを開発している。この「ヨーイドン簿記」は，「覚える教育
から考え，そして創造する教育へ」を目指し開発されたものであるが，「いまは自身開発のシ
ステムの一部である音声付き事前学習用および講義用のパワーポイント教材，そしてPC持参
の上，エクセルによる表・計算式を活用した問題・小テスト等のコンテンツを基礎とし，これ
らのコンテンツを学生がインターネットによりダウンロードし，自らが実践し解答していく形
式をとっている」とのことであった。
　このコンテンツには一定の学習効果も認められている。例えば仕訳➡総勘定元帳➡合計残高
試算表➡精算表の一連の会計処理を，仕訳を入力すれば全てが連動し，流れが見えるしくみ
（コンテンツ）を構築している。この連動する仕組みを肌で感じることにより，より学生たち
の理解を促すのである。学内のみならず自宅であってもネット環境さえ整っていれば学習可能
なコンテンツとなり，今後のライブ授業や課題学習など，活用の範囲が広いものとなっている。
福浦氏は，「ヨーイドン簿記」のシステム開発の際に，簿記の一連の学習内容の説明・例題等
をエクセルにより作成し，膨大なコンテンツを有している。「このコンテンツを，今後も役立
てたい，Moodleにおいても活用したい」との思いから，現在の導入に至っている。
②　現在の導入状況
　現時点でのMoodleの活用は，システム研究不足のため限定的な範囲で行われているとのこ
とであった。学生にエクセルによりプログラミングした問題を，Moodleを通じてダウンロー
ドさせ，これを宿題として解かせる，もしくはPC利用の上，授業中教材として利用するなど
している。これらの問題の採点・集計については，授業中に学生自ら採点をさせる，もしくは
教員が持ち帰り，採点し評価するなどしている。本来であれば，採点・集計もMoodleのプロ
グラミングを行い活用したいところであるが，プログラミングに適した資料・文献が手に入ら
ず，苦慮しているとのことであった。現在は，コミュニケーション・ツールとして活用し，事
前の問題配布や連絡事項等を伝える伝言板として利用している。学生自ら印刷させることによ
り，印刷用紙の無駄や時間の短縮が図られている。毎回の授業終了後，翌日にMoodleに解答
を掲示し，学生たちに閲覧させている。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　福浦氏は，このe-Learningについて，大学としてどのような体制でやっていくのかが問題で
あると指摘している。教員個人で取り組むのには限界があり，費用をかけずにいかに効果を上
げていくかが課題であるとの指摘である。
　現在の授業の形式としては板書を行わず，基本的にはパワーポイントを利用した講義形式を
導入し，練習問題に関しては学生に印刷をさせて持参させている。簿記の全容を教える際に，
パワーポイント教材，エクセルにより作成したコンテンツを利用しており，全15回の授業のう
ちほとんどがこれらのコンテンツを利用して行っている。上記のように授業中に学生たちはパ
ソコンを持ち込み，練習問題をパソコン上（エクセル）で解いているのである。現在，他学部
ではMoodleのプログラミングを試みて活用しようとしているようであるが，会計分野では強
制はされていないとのことであった。
　学習効果としては，理想と現実のギャップがあるかもわからないが，一連の簿記の手続きを
理解させるのには有効であると福浦氏は考えている。また授業中に携帯電話で遊んでしまう学
生に対し，これらの利用により積極的に授業に向かわせる方法としても有効であるとしてい
る。本来であれば簿記に関しては寺子屋方式が良いと考えているが，今の学生たちの気風を理
解し，対応しているとのことであった。このような方法でのe-Learning導入により，授業中で
あっても学生同士で問題についての議論を行わせ，共に考え問題を解かせることにより，学生
たちが「自ら考える」という教育を実現しようとしているのである。
　福浦氏は今後の課題として「Moodleと連携した外部のクラウドコンピューティング（Cloud 
computing）を活用することによりソースの高度化を図っていく必要性があり，そのためには，
コンテンツ作成のノウハウやオンラインテキストの作成方法などを新たに学び，作成する必要
がある」と力説している。
（出所：福浦氏提供。授業中におけるパワーポイント資料とエクセルにより作成された合計残
高試算表の作成手順を示したコンテンツ。）
（２）高橋賢教授（横浜国立大学　大学院国際社会科学研究院）
調査日：2019年9月5日
①　e-Learning 導入の取り組み
　横浜国立大学におけるe-Learning 導入の取り組みは，多額の資金を投入した大学組織とし
ての大掛かりなものであるといえる。
　横浜国立大学では，1988年よりCAI（Computer-Aided Instruction）の開発が始まっている
（第１世代CAI，図表２参照）。第１世代CAIの開始は，ある教員の思い付きがきっかけである。
まだ日本にはなかったアメリカのCAIコンテンツやコンピュータソフトの存在を知った教員
が，これらのソフトを作成し横浜国立大学にて導入しようと試みたのである。
　この当時の練習問題の出題方式は，大問として精算表の作成を提示し，勘定科目は選択式，
数値は入力をさせるものであった。
　第２世代CAIにおいては毎回，CAI向けの授業プリント・配布資料を作成し配布するという
形式をとっている。
　第３世代CAIでは，「基幹コンピューターが変わるたびに費用が生じることを回避すべく，
Web化への移行」が求められ，移行がなされている。この「第３世代CAI」とされる2000年以降，
システム会社との共同作成・導入がなされている。これは，コンテンツ作成を研究者が行い，
オンライン化による導入・稼働は，専門のシステム会社が行うという形式をとっている。この
第３世代CAIにおけるWeb化・導入に関し，中心人物として貢献を果たしたのが高橋氏である。
（出所：高橋賢（2017）「学部における原価計算・管理会計 教育の現状と可能性 ～教材開発と
ゲーミフィケーション」日本原価計算研究学会統一論題報告資料，2017年９月12日。）
②　現在の導入状況
　現在稼働している会計CAIのコンテンツは，簿記CAI（Ⅰ･Ⅱ）・原価計算CAI・原価計算上
級CAI・管理会計CAI・制度会計CAI・国民会計CAIである。高橋氏はこのうち原価計算CAI・
原価計算上級CAI・管理会計CAIを担当授業に活用している。
　高橋氏は，CAIを授業で活用するにあたり，原価計算CAIに準拠したテキストを執筆してい
る。高橋賢（2015）『テキスト原価会計（第２版）』中央経済社（初版は2009年）である。これは，
原価計算CAIに準拠したテキストがなかったため，学内からの強い要望もあり執筆されたもの
である。学生に最初にこのCAIシステムを理解させる手段として，以前は初回の授業にてCAI
の利用方法などを学生に説明していたが，現在はマニュアルを表示し，学生自らに理解させる
方法をとっている。
　単位認定への活用（成績評価への活用）として，「原価会計論」では，CAIを期限内に全８
問解答すると20点（完答していない場合は何問解いていても０点），期末試験80点の100点満点
で成績評価をするという方法をとっている。これにより，CAIの完答率を上げ，定期試験の成
績を向上させることを目的としている。さらに，いつ学生がこの問題を解いたのか（期限を設
け，期限内に問題を解いているか）ということも評価の対象としている。
　また，原価計算コンテンツは，問題生成プログラムによって問題条件のランダム抽出設定が
なされており，学生たちはそれぞれ数値が違う問題を解くこととなり，同じ問題を解く可能性
は極めて低い。「他の学生の答案を見せてもらう」という行為を防止することができる仕組み
となっている。第３世代CAIでは高橋氏が作成したコンテンツを，システム会社がオンライン
化し導入・稼働させるという方法をとっていたが，第４世代CAI以降は，システム会社から学
内の情報処理システムに管理が移行され，自製できるようになっている（学部の情報処理担当
の助手によるオンライン化・管理が実現している）。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　この「原価会計論」における評価方法としては，CAIに20点が配点され，80点を定期試験に
配点するが，この80点の内訳は，論述30点，計算40点，応用問題10点である。CAIの導入によ
り，特に計算問題に関する正答率が上がっているとの指摘が高橋氏からもあり，計算を要する
科目においては一定の効果が得られると考えられる。
　横浜国立大学の場合，かつてはかなりの予算をこのCAIの導入に割くことができる状況にあ
り，このような大掛かりな導入が実現している。このCAIシステムでは，問題の作問，採点，
評価，記録，集計が行われ，かつ正確になされるため，授業における教員の負担もかなり削減
され，また一定の成果が得られている。本学においても積極的に導入したいところであるが，
資金面における問題があるため，この横浜国立大学と同様の導入は難しいと考える。そこで同
様の効果は得られないまでも，少しでも効果が望めるシステムの導入を検討すべきであるとい
えよう。
　また今回の原価計算CAIにおいて，一定の学習効果が得られているが，これは高橋氏がコン
テンツ作成の際に設定している問題作成プログラムによる問題条件のランダム設定が大きな貢
献を果たしていると考えられる。今後のコンテンツの作成において，ランダムに出題できるコ
ンテンツ開発は必須であるといえよう。
　最後に高橋氏は，これらのCAI導入の利点として以下を挙げている。「これらのCAIシステ
ムは，大学のカラー（教育の独自性）を出すのに貢献していると考えている。大学教員（研究者）
は必ずしも一つの大学に留まる者ばかりでなく，大学は常に教員が入れ替わる可能性を持って
いる。しかし，教員が入れ替わろうとも，システムは受け継がれることとなり，大学の独自性
が引き継がれるのである。また一つの科目を複数の教員が担当している場合においては内容の
平準化をもたらすことができ，ローテーション制の高い科目や，基礎科目には有効であると考
えている」としている。
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（出所：高橋氏提供。原価計算CAIにおける原価会計論の受講状況。）
（３）原俊雄教授　（横浜国立大学　大学院国際社会科学研究院）
調査日：2019年12月20日
①　e-Learning 導入の取り組み
　簿記CAI開発の経緯として，まず第１世代CAI・第２世代CAIでは，簿記原理（簿記論の旧
科目）の授業の記帳練習という位置づけで導入されている。この当時は特殊仕訳帳制を前提と
した簿記一巡の手続きに関する総合問題が出題される形式で導入されていた。またワープロに
よる勘定科目の入力は困難であったため，勘定科目については数字にコードを付してから入力
させ，さらに60個の取引のうち８個には初期値と変更値を設定し，いずれかに金額がランダム
に割り当てられるようにしていた。第３世代CAIでは，基礎レベルから段階的に進捗度に応じ
て作問がなされている。また勘定科目は選択ではなく，自ら入力させる方法をとり，勘定科目
を正確に覚えさせるという効果をもたらしている。問題に関しては複数の問題を用意し，数字
だけでなく取引順序もランダムに設定されるため，より効果的なCAIシステムとなっている５。
②　現在の導入状況
　原氏は，簿記CAIを授業で活用するにあたり，テキストとして大藪俊哉編著（2010）『簿記
テキスト（第５版）』中央経済社（初版は2000年）を使用している。これは簿記原理の授業用
として原氏も加わり執筆されたものであり，第３世代CAIは，このテキストの内容に準拠して
いる。
　単位認定への活用（成績評価への活用）として，「簿記論Ⅱ」では，簿記CAI上に毎回の授
業内容に関する練習問題を掲示し，期限内に解くことを求めている。また段階を踏む形での作
問がなされているため，第１問が解けなければ次の第２問へ進むことができない仕組みとなっ
ている。全問解答すると10点（完答していない場合は何問解いていても０点），期末試験90点
の100点満点で成績評価をするという方法をとっている。
　また，エクセルによって作成された簿記CAIコンテンツは，ランダム抽出設定がなされてお
り，学生たちは，複数の問題から抽出された問題を解くこととなる。評価については，いつ学
生がこの問題を解いたのか（期限を設け，期限内に問題を解いているか）ということや，完答
できているかどうかをもとに行われている。
　また授業中は，テキストの例題を，パワーポイントを用いて説明を行い，理解できたかどう
かの確認を，授業中に質問をし，クリッカー６を使い確認する形式をとっている。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　この簿記CAIの学習効果として，原氏は以下のように述べている。「簿記論Ⅱの受講者が300
名を超える現状を鑑みると，一人一人の練習問題を採点し集計することは大変な負担となり，
実行に困難を伴う。この簿記CAIを導入するまでは，学生が自分で採点し確認をさせるのみで
あったが，導入後は授業時間外学習の状況も把握でき，かなり効果があると考えている」とし
ている。また学生の自主的な学習の促進につながっているとの指摘もあった。
　この原氏は，第３世代CAI導入の際に，高橋氏とともにCAI導入に貢献している人物である。
（出所：原氏提供。簿記CAIに提示されている問題と答案用紙。）
（４） 川端千暁助教　（関西学院大学　商学部）
調査日：2019年６月９日
①　e-Learning 導入の取り組み
　関西学院大学では，「簿記基礎」として，前期（週２回）・後期（週２回）必修科目４単位の
授業を行っている。「簿記基礎」を３人教員が担当しており，学生が３人の教員のうち自由に
受講する教員を選択する形式であり，学期の途中で担当教員を変更することも可能である。使
用テキストは各教員とも同じであるが，授業方法は各教員の裁量に任されている。テキストは
関西学院大学会計学研究室編（2019）「新版　基本簿記論（第４版）」中央経済社 （初版は2012年）
を使用しており，これは関西学院大学の会計教員を中心に簿記教育用に執筆されたものであ
る。基本的には，簿記・会計教育において，大学組織としてのe-Learning 導入の取り組みは
行われておらず，教員個人の裁量に任されている。
②　現在の導入状況
　川端氏の授業形式は，基本的にはパワーポイントを使用しており，テキストをスライド化し
たものを利用している。LUNAブラックボード（関西学院大学インターネットサイト）に授業
資料を貼り付け，履修者のみ閲覧可能の設定を行い，授業後学生たちが復習をすることができ
る，授業を欠席した学生が授業の内容を把握できるという仕組みをとっている。
　川端氏は授業中に確認問題を掲示し，Google Education７を利用し，授業中に何割の学生が
理解できているかを確認しながら授業を行っている。このGoogle Educationは無料かつ携帯電
話により簡単に使用できるため，学生たちが利用しやすいという利点がある。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　川端氏は，e-Learning導入の利点として，以下のように述べている。「Google Education を
利用し確認しながら授業を進めることにより，より適正な速さで授業を行うことができると考
えている。授業中試験をした結果，Google Educationを利用して授業を行った論点の理解度が
かなり高いことがわかり，一定の効果があると認識している」としている。
　今後の課題として，川端氏は動画を利用した授業を積極的に行いたいとしており，すでに試
験的に動画を作成している（You Tubeに作成動画を挙げている）。またGoogle Educationをもっ
と活用した取り組みを行っていきたいとしている。大学として取り組みが行われる前に，自ら
できることをやっていきたいとの意欲的な意見であった。また他大学で同じ考えを持つ若手研
究者と協力し，コンテンツの作成なども行っていきたいとのことであった。川端氏は，
e-Learningを利用することにより今後の展開を模索している若手研究者の一人であるといえよ
う。
 
（出所：川端氏提供。Google Education を利用した理解度の表示と川端氏が作成した動画。）
おわりに
　各大学の先生方のご協力により，e-Learningを導入した簿記・会計教育についての調査を行
うことができた。これらの調査結果は，大学組織もしくは個人としてe-Learningを積極的に導
入し，学生の理解を高め，大学教育に役立てようとしている教員の意欲が感じられるものであ
った。これらの各大学の先生方の取り組みについては，来年度も引き続き調査し，e-Learning
導入の効果を確認したいと考えている。また，これらのe-Learning導入に関しては，資金面と
の兼ね合いが問題であることが改めて明らかになったといえよう。横浜国立大学のような大掛
かりな導入は資金面からは難しいと考える。そこで，導入費用が比較的少額で済むMoodleを
利用し，簿記教育に組み込むことを目標に，コンテンツの作成に取り組みたいと考えている。
これには本学の表氏が論文にて明らかにしているコンテンツ作成のノウハウを理解し，簿記・
会計教育に応用することを試みることが必要となる。そして最終的な研究目標である「本学の
簿記・会計教育において，どのようにe-Learning教育を導入すべきかの検討と導入の際の具体
的モデル・活用方法の提示」を実現するべく，コンテンツを作成し，本学の教育に導入したい
と考えている。
（謝辞）
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はじめに
　現在，大学教育の場では，AI時代における人材育成として，いわゆるe-Learningや情報教育
が注目を集めている。
　「AI時代の人材育成に向けた政府の取り組み」として，森晃憲文部科学省大臣官房審議官は，
令和元年６月11日，統合イノベーション戦略推進会議にて決定された「AI戦略2019～人・産業・
地域・政府全てにAI～」に関し，次のように述べている１。森氏は，「従来の『読み・書き・
そろばん』に代わって，デジタル社会においては『数理・データサイエンス・AI』の三拍子
が必要であると示され，2025年までの実現を念頭に，今後の施策目標が設定されています」と
し，大学１～２年生段階を対象としたリテラシー教育，大学３～４年を対象とした「応用基礎
教育」を提唱している。さらに文部科学省としても入口から出口までを見据えた「数理・デー
タサイエンス・AI教育を促進する取り組み」を必要とし，2024年度の全国共通テストには「情
報Ⅰ」の科目の追加を検討するとしている。
　このような動きを受けて，我が国の大学では，AI時代における人材育成として，e-Learning
や情報教育に注力し対応することが求められているのである。
　そこで本稿では，鹿児島国際大学（以下，本学と称す）におけるMoodleを使ったe-Learning
教育に力を注いでおられる経済学部・経営学科の表正幸教授（以下，表氏とする）の取り組み
を先行研究として取り上げ，次に，九州地方では西南学院大学，関東地方では横浜国立大学，
近畿地方では関西学院大学におけるe-Learningを使った簿記・会計教育の調査結果をもとに，
各大学のe-Learning教育の実態を明らかにする。その中で，最終的な研究目標である「本学の
簿記・会計教育において，どのようにe-Learning教育を導入すべきかの検討と導入の際の具体
的モデル・活用方法の提示」へ向けて，参考にするべき導入方法の抽出・検討を行うものである。
１．先行研究
　本学でのLMS（Learning Management System）の利用率は決して高くない。本学では
Moodleを導入し，e-Learningの活性化を試みているが，coding（問題作成）に関するノウハウ
を示す専門書がなく，活かしきれていない現状がある。このような状況下において，本学の表
氏は，独自で研究・開発したノウハウをもとに，英語教育に導入することを試みている。表氏
は2009年～2014年にかけて，Moodleを使ったデータベース構築，レッスンモジュールの作成，
授業評価に関する研究・論文執筆を行っている。本稿ではその中で，2009年～2011年までの研
究を先行研究として取り上げる。
　表（2009）２では，Moodleを使ったデータベース構築にあたり，まず英語教育においてどの
ように英語教材を見直し，データベースに組み込んでいくのかの検討がなされている。具体的
には教材用の例文を選定し，どのようにデジタル化し，Webサイトに載せるのかが検討されて
いる。
　表（2010）３では，実際にMoodleを導入していくにあたり，コンテンツの作成が必須となる
ため，これらの作成過程を明らかにし，作成のノウハウを示している。Moodleの活用に関す
る専門書はあるものの，コンテンツの作成方法が具体的に記されているものは少なく，コンテ
ンツの作成に困難を伴う。そこで，自ら手探りでのコンテンツ作成に取り組み，具体的な作成
方法を明らかにしている。
　表（2011）４では，オンラインテキストの作成における具体的な作成・設定方法を明らかにし
ている。学生に試験対策として「小テスト」を解かせるべく，この小テストの作成方法，解か
せる時間や回数などの設定方法，判定やレビューオプションの設定にも触れている。また問題
の各出題方法（穴埋め問題，並べ替え問題，記述問題等）に即した，作問の方法なども明らか
にしている。
２．実態調査
　本研究の目的は， e-Learning手法を用いた簿記・会計教育の実践へ向けたモデルの構築とそ
の活用である。本学においてe-Learning手法を用いた簿記原理（初学者向けの授業・経営学科
必修科目）の実施を実現するべく取り組むものである。
　そこで，まず，e-Learningのコンテンツを作成し，活用に成功している大学（組織）や教員（個
人）にヒアリング調査・授業見学を行い，導入の実態を明らかにする。
　研究協力者として，九州地方では西南学院大学の教員１名，関東地方では横浜国立大学の教
員２名，近畿地方では関西学院大学の教員１名にご協力いただき，ヒアリング調査を行った。
（１）福浦幾巳教授（西南学院大学　商学部 商学科）
調査日：2019年10月11日
①　e-Learning 導入の取り組み
　福浦氏は，西南学院大学に赴任すると同時に，これまで福浦氏が作成してきたe-Learningコ
ンテンツを，すでに導入されていたMoodleを通じて授業に取り入れている。「Moodleはメンテ
ナンス料が少額で済み，コスト・ベネフィットの観点からも有用であると判断し，利用してい
る」とのことである。ちなみに，西南学院大学では，現在，学部を問わず，多数の教員が利用
している。
　福浦氏は，科学研究費助成に基づく基盤研究（A）研究課題番号　25245057　研究期間　
2013年10月～2016年３月における個人研究編として，富士通Internet Navigwareにより「ヨー
イドン簿記」を研究し，システムを開発している。この「ヨーイドン簿記」は，「覚える教育
から考え，そして創造する教育へ」を目指し開発されたものであるが，「いまは自身開発のシ
ステムの一部である音声付き事前学習用および講義用のパワーポイント教材，そしてPC持参
の上，エクセルによる表・計算式を活用した問題・小テスト等のコンテンツを基礎とし，これ
らのコンテンツを学生がインターネットによりダウンロードし，自らが実践し解答していく形
式をとっている」とのことであった。
　このコンテンツには一定の学習効果も認められている。例えば仕訳➡総勘定元帳➡合計残高
試算表➡精算表の一連の会計処理を，仕訳を入力すれば全てが連動し，流れが見えるしくみ
（コンテンツ）を構築している。この連動する仕組みを肌で感じることにより，より学生たち
の理解を促すのである。学内のみならず自宅であってもネット環境さえ整っていれば学習可能
なコンテンツとなり，今後のライブ授業や課題学習など，活用の範囲が広いものとなっている。
福浦氏は，「ヨーイドン簿記」のシステム開発の際に，簿記の一連の学習内容の説明・例題等
をエクセルにより作成し，膨大なコンテンツを有している。「このコンテンツを，今後も役立
てたい，Moodleにおいても活用したい」との思いから，現在の導入に至っている。
②　現在の導入状況
　現時点でのMoodleの活用は，システム研究不足のため限定的な範囲で行われているとのこ
とであった。学生にエクセルによりプログラミングした問題を，Moodleを通じてダウンロー
ドさせ，これを宿題として解かせる，もしくはPC利用の上，授業中教材として利用するなど
している。これらの問題の採点・集計については，授業中に学生自ら採点をさせる，もしくは
教員が持ち帰り，採点し評価するなどしている。本来であれば，採点・集計もMoodleのプロ
グラミングを行い活用したいところであるが，プログラミングに適した資料・文献が手に入ら
ず，苦慮しているとのことであった。現在は，コミュニケーション・ツールとして活用し，事
前の問題配布や連絡事項等を伝える伝言板として利用している。学生自ら印刷させることによ
り，印刷用紙の無駄や時間の短縮が図られている。毎回の授業終了後，翌日にMoodleに解答
を掲示し，学生たちに閲覧させている。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　福浦氏は，このe-Learningについて，大学としてどのような体制でやっていくのかが問題で
あると指摘している。教員個人で取り組むのには限界があり，費用をかけずにいかに効果を上
げていくかが課題であるとの指摘である。
　現在の授業の形式としては板書を行わず，基本的にはパワーポイントを利用した講義形式を
導入し，練習問題に関しては学生に印刷をさせて持参させている。簿記の全容を教える際に，
パワーポイント教材，エクセルにより作成したコンテンツを利用しており，全15回の授業のう
ちほとんどがこれらのコンテンツを利用して行っている。上記のように授業中に学生たちはパ
ソコンを持ち込み，練習問題をパソコン上（エクセル）で解いているのである。現在，他学部
ではMoodleのプログラミングを試みて活用しようとしているようであるが，会計分野では強
制はされていないとのことであった。
　学習効果としては，理想と現実のギャップがあるかもわからないが，一連の簿記の手続きを
理解させるのには有効であると福浦氏は考えている。また授業中に携帯電話で遊んでしまう学
生に対し，これらの利用により積極的に授業に向かわせる方法としても有効であるとしてい
る。本来であれば簿記に関しては寺子屋方式が良いと考えているが，今の学生たちの気風を理
解し，対応しているとのことであった。このような方法でのe-Learning導入により，授業中で
あっても学生同士で問題についての議論を行わせ，共に考え問題を解かせることにより，学生
たちが「自ら考える」という教育を実現しようとしているのである。
　福浦氏は今後の課題として「Moodleと連携した外部のクラウドコンピューティング（Cloud 
computing）を活用することによりソースの高度化を図っていく必要性があり，そのためには，
コンテンツ作成のノウハウやオンラインテキストの作成方法などを新たに学び，作成する必要
がある」と力説している。
（出所：福浦氏提供。授業中におけるパワーポイント資料とエクセルにより作成された合計残
高試算表の作成手順を示したコンテンツ。）
（２）高橋賢教授（横浜国立大学　大学院国際社会科学研究院）
調査日：2019年9月5日
①　e-Learning 導入の取り組み
　横浜国立大学におけるe-Learning 導入の取り組みは，多額の資金を投入した大学組織とし
ての大掛かりなものであるといえる。
　横浜国立大学では，1988年よりCAI（Computer-Aided Instruction）の開発が始まっている
（第１世代CAI，図表２参照）。第１世代CAIの開始は，ある教員の思い付きがきっかけである。
まだ日本にはなかったアメリカのCAIコンテンツやコンピュータソフトの存在を知った教員
が，これらのソフトを作成し横浜国立大学にて導入しようと試みたのである。
　この当時の練習問題の出題方式は，大問として精算表の作成を提示し，勘定科目は選択式，
数値は入力をさせるものであった。
　第２世代CAIにおいては毎回，CAI向けの授業プリント・配布資料を作成し配布するという
形式をとっている。
　第３世代CAIでは，「基幹コンピューターが変わるたびに費用が生じることを回避すべく，
Web化への移行」が求められ，移行がなされている。この「第３世代CAI」とされる2000年以降，
システム会社との共同作成・導入がなされている。これは，コンテンツ作成を研究者が行い，
オンライン化による導入・稼働は，専門のシステム会社が行うという形式をとっている。この
第３世代CAIにおけるWeb化・導入に関し，中心人物として貢献を果たしたのが高橋氏である。
（出所：高橋賢（2017）「学部における原価計算・管理会計 教育の現状と可能性 ～教材開発と
ゲーミフィケーション」日本原価計算研究学会統一論題報告資料，2017年９月12日。）
②　現在の導入状況
　現在稼働している会計CAIのコンテンツは，簿記CAI（Ⅰ･Ⅱ）・原価計算CAI・原価計算上
級CAI・管理会計CAI・制度会計CAI・国民会計CAIである。高橋氏はこのうち原価計算CAI・
原価計算上級CAI・管理会計CAIを担当授業に活用している。
　高橋氏は，CAIを授業で活用するにあたり，原価計算CAIに準拠したテキストを執筆してい
る。高橋賢（2015）『テキスト原価会計（第２版）』中央経済社（初版は2009年）である。これは，
原価計算CAIに準拠したテキストがなかったため，学内からの強い要望もあり執筆されたもの
である。学生に最初にこのCAIシステムを理解させる手段として，以前は初回の授業にてCAI
の利用方法などを学生に説明していたが，現在はマニュアルを表示し，学生自らに理解させる
方法をとっている。
　単位認定への活用（成績評価への活用）として，「原価会計論」では，CAIを期限内に全８
問解答すると20点（完答していない場合は何問解いていても０点），期末試験80点の100点満点
で成績評価をするという方法をとっている。これにより，CAIの完答率を上げ，定期試験の成
績を向上させることを目的としている。さらに，いつ学生がこの問題を解いたのか（期限を設
け，期限内に問題を解いているか）ということも評価の対象としている。
　また，原価計算コンテンツは，問題生成プログラムによって問題条件のランダム抽出設定が
なされており，学生たちはそれぞれ数値が違う問題を解くこととなり，同じ問題を解く可能性
は極めて低い。「他の学生の答案を見せてもらう」という行為を防止することができる仕組み
となっている。第３世代CAIでは高橋氏が作成したコンテンツを，システム会社がオンライン
化し導入・稼働させるという方法をとっていたが，第４世代CAI以降は，システム会社から学
内の情報処理システムに管理が移行され，自製できるようになっている（学部の情報処理担当
の助手によるオンライン化・管理が実現している）。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　この「原価会計論」における評価方法としては，CAIに20点が配点され，80点を定期試験に
配点するが，この80点の内訳は，論述30点，計算40点，応用問題10点である。CAIの導入によ
り，特に計算問題に関する正答率が上がっているとの指摘が高橋氏からもあり，計算を要する
科目においては一定の効果が得られると考えられる。
　横浜国立大学の場合，かつてはかなりの予算をこのCAIの導入に割くことができる状況にあ
り，このような大掛かりな導入が実現している。このCAIシステムでは，問題の作問，採点，
評価，記録，集計が行われ，かつ正確になされるため，授業における教員の負担もかなり削減
され，また一定の成果が得られている。本学においても積極的に導入したいところであるが，
資金面における問題があるため，この横浜国立大学と同様の導入は難しいと考える。そこで同
様の効果は得られないまでも，少しでも効果が望めるシステムの導入を検討すべきであるとい
えよう。
　また今回の原価計算CAIにおいて，一定の学習効果が得られているが，これは高橋氏がコン
テンツ作成の際に設定している問題作成プログラムによる問題条件のランダム設定が大きな貢
献を果たしていると考えられる。今後のコンテンツの作成において，ランダムに出題できるコ
ンテンツ開発は必須であるといえよう。
　最後に高橋氏は，これらのCAI導入の利点として以下を挙げている。「これらのCAIシステ
ムは，大学のカラー（教育の独自性）を出すのに貢献していると考えている。大学教員（研究者）
は必ずしも一つの大学に留まる者ばかりでなく，大学は常に教員が入れ替わる可能性を持って
いる。しかし，教員が入れ替わろうとも，システムは受け継がれることとなり，大学の独自性
が引き継がれるのである。また一つの科目を複数の教員が担当している場合においては内容の
平準化をもたらすことができ，ローテーション制の高い科目や，基礎科目には有効であると考
えている」としている。
（出所：高橋氏提供。原価計算CAIにおける原価会計論の受講状況。）
（３）原俊雄教授　（横浜国立大学　大学院国際社会科学研究院）
調査日：2019年12月20日
①　e-Learning 導入の取り組み
　簿記CAI開発の経緯として，まず第１世代CAI・第２世代CAIでは，簿記原理（簿記論の旧
科目）の授業の記帳練習という位置づけで導入されている。この当時は特殊仕訳帳制を前提と
した簿記一巡の手続きに関する総合問題が出題される形式で導入されていた。またワープロに
よる勘定科目の入力は困難であったため，勘定科目については数字にコードを付してから入力
させ，さらに60個の取引のうち８個には初期値と変更値を設定し，いずれかに金額がランダム
に割り当てられるようにしていた。第３世代CAIでは，基礎レベルから段階的に進捗度に応じ
て作問がなされている。また勘定科目は選択ではなく，自ら入力させる方法をとり，勘定科目
を正確に覚えさせるという効果をもたらしている。問題に関しては複数の問題を用意し，数字
だけでなく取引順序もランダムに設定されるため，より効果的なCAIシステムとなっている５。
②　現在の導入状況
　原氏は，簿記CAIを授業で活用するにあたり，テキストとして大藪俊哉編著（2010）『簿記
テキスト（第５版）』中央経済社（初版は2000年）を使用している。これは簿記原理の授業用
として原氏も加わり執筆されたものであり，第３世代CAIは，このテキストの内容に準拠して
いる。
　単位認定への活用（成績評価への活用）として，「簿記論Ⅱ」では，簿記CAI上に毎回の授
業内容に関する練習問題を掲示し，期限内に解くことを求めている。また段階を踏む形での作
部　幸子：AI時代における人材育成 ～大学におけるe-Learningの実態調査　１～
問がなされているため，第１問が解けなければ次の第２問へ進むことができない仕組みとなっ
ている。全問解答すると10点（完答していない場合は何問解いていても０点），期末試験90点
の100点満点で成績評価をするという方法をとっている。
　また，エクセルによって作成された簿記CAIコンテンツは，ランダム抽出設定がなされてお
り，学生たちは，複数の問題から抽出された問題を解くこととなる。評価については，いつ学
生がこの問題を解いたのか（期限を設け，期限内に問題を解いているか）ということや，完答
できているかどうかをもとに行われている。
　また授業中は，テキストの例題を，パワーポイントを用いて説明を行い，理解できたかどう
かの確認を，授業中に質問をし，クリッカー６を使い確認する形式をとっている。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　この簿記CAIの学習効果として，原氏は以下のように述べている。「簿記論Ⅱの受講者が300
名を超える現状を鑑みると，一人一人の練習問題を採点し集計することは大変な負担となり，
実行に困難を伴う。この簿記CAIを導入するまでは，学生が自分で採点し確認をさせるのみで
あったが，導入後は授業時間外学習の状況も把握でき，かなり効果があると考えている」とし
ている。また学生の自主的な学習の促進につながっているとの指摘もあった。
　この原氏は，第３世代CAI導入の際に，高橋氏とともにCAI導入に貢献している人物である。
（出所：原氏提供。簿記CAIに提示されている問題と答案用紙。）
（４） 川端千暁助教　（関西学院大学　商学部）
調査日：2019年６月９日
①　e-Learning 導入の取り組み
　関西学院大学では，「簿記基礎」として，前期（週２回）・後期（週２回）必修科目４単位の
授業を行っている。「簿記基礎」を３人教員が担当しており，学生が３人の教員のうち自由に
受講する教員を選択する形式であり，学期の途中で担当教員を変更することも可能である。使
用テキストは各教員とも同じであるが，授業方法は各教員の裁量に任されている。テキストは
関西学院大学会計学研究室編（2019）「新版　基本簿記論（第４版）」中央経済社 （初版は2012年）
を使用しており，これは関西学院大学の会計教員を中心に簿記教育用に執筆されたものであ
る。基本的には，簿記・会計教育において，大学組織としてのe-Learning 導入の取り組みは
行われておらず，教員個人の裁量に任されている。
②　現在の導入状況
　川端氏の授業形式は，基本的にはパワーポイントを使用しており，テキストをスライド化し
たものを利用している。LUNAブラックボード（関西学院大学インターネットサイト）に授業
資料を貼り付け，履修者のみ閲覧可能の設定を行い，授業後学生たちが復習をすることができ
る，授業を欠席した学生が授業の内容を把握できるという仕組みをとっている。
　川端氏は授業中に確認問題を掲示し，Google Education７を利用し，授業中に何割の学生が
理解できているかを確認しながら授業を行っている。このGoogle Educationは無料かつ携帯電
話により簡単に使用できるため，学生たちが利用しやすいという利点がある。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　川端氏は，e-Learning導入の利点として，以下のように述べている。「Google Education を
利用し確認しながら授業を進めることにより，より適正な速さで授業を行うことができると考
えている。授業中試験をした結果，Google Educationを利用して授業を行った論点の理解度が
かなり高いことがわかり，一定の効果があると認識している」としている。
　今後の課題として，川端氏は動画を利用した授業を積極的に行いたいとしており，すでに試
験的に動画を作成している（You Tubeに作成動画を挙げている）。またGoogle Educationをもっ
と活用した取り組みを行っていきたいとしている。大学として取り組みが行われる前に，自ら
できることをやっていきたいとの意欲的な意見であった。また他大学で同じ考えを持つ若手研
究者と協力し，コンテンツの作成なども行っていきたいとのことであった。川端氏は，
e-Learningを利用することにより今後の展開を模索している若手研究者の一人であるといえよ
う。
 
（出所：川端氏提供。Google Education を利用した理解度の表示と川端氏が作成した動画。）
おわりに
　各大学の先生方のご協力により，e-Learningを導入した簿記・会計教育についての調査を行
うことができた。これらの調査結果は，大学組織もしくは個人としてe-Learningを積極的に導
入し，学生の理解を高め，大学教育に役立てようとしている教員の意欲が感じられるものであ
った。これらの各大学の先生方の取り組みについては，来年度も引き続き調査し，e-Learning
導入の効果を確認したいと考えている。また，これらのe-Learning導入に関しては，資金面と
の兼ね合いが問題であることが改めて明らかになったといえよう。横浜国立大学のような大掛
かりな導入は資金面からは難しいと考える。そこで，導入費用が比較的少額で済むMoodleを
利用し，簿記教育に組み込むことを目標に，コンテンツの作成に取り組みたいと考えている。
これには本学の表氏が論文にて明らかにしているコンテンツ作成のノウハウを理解し，簿記・
会計教育に応用することを試みることが必要となる。そして最終的な研究目標である「本学の
簿記・会計教育において，どのようにe-Learning教育を導入すべきかの検討と導入の際の具体
的モデル・活用方法の提示」を実現するべく，コンテンツを作成し，本学の教育に導入したい
と考えている。
（謝辞）
　本稿の執筆に際してご協力を頂いた，鹿児島国際大学の表正幸教授，西南学院大学の福浦幾
巳教授，横浜国立大学の高橋賢教授，原俊雄教授，関西学院大学の川端千暁助教に御礼申し上
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はじめに
　現在，大学教育の場では，AI時代における人材育成として，いわゆるe-Learningや情報教育
が注目を集めている。
　「AI時代の人材育成に向けた政府の取り組み」として，森晃憲文部科学省大臣官房審議官は，
令和元年６月11日，統合イノベーション戦略推進会議にて決定された「AI戦略2019～人・産業・
地域・政府全てにAI～」に関し，次のように述べている１。森氏は，「従来の『読み・書き・
そろばん』に代わって，デジタル社会においては『数理・データサイエンス・AI』の三拍子
が必要であると示され，2025年までの実現を念頭に，今後の施策目標が設定されています」と
し，大学１～２年生段階を対象としたリテラシー教育，大学３～４年を対象とした「応用基礎
教育」を提唱している。さらに文部科学省としても入口から出口までを見据えた「数理・デー
タサイエンス・AI教育を促進する取り組み」を必要とし，2024年度の全国共通テストには「情
報Ⅰ」の科目の追加を検討するとしている。
　このような動きを受けて，我が国の大学では，AI時代における人材育成として，e-Learning
や情報教育に注力し対応することが求められているのである。
　そこで本稿では，鹿児島国際大学（以下，本学と称す）におけるMoodleを使ったe-Learning
教育に力を注いでおられる経済学部・経営学科の表正幸教授（以下，表氏とする）の取り組み
を先行研究として取り上げ，次に，九州地方では西南学院大学，関東地方では横浜国立大学，
近畿地方では関西学院大学におけるe-Learningを使った簿記・会計教育の調査結果をもとに，
各大学のe-Learning教育の実態を明らかにする。その中で，最終的な研究目標である「本学の
簿記・会計教育において，どのようにe-Learning教育を導入すべきかの検討と導入の際の具体
的モデル・活用方法の提示」へ向けて，参考にするべき導入方法の抽出・検討を行うものである。
１．先行研究
　本学でのLMS（Learning Management System）の利用率は決して高くない。本学では
Moodleを導入し，e-Learningの活性化を試みているが，coding（問題作成）に関するノウハウ
を示す専門書がなく，活かしきれていない現状がある。このような状況下において，本学の表
氏は，独自で研究・開発したノウハウをもとに，英語教育に導入することを試みている。表氏
は2009年～2014年にかけて，Moodleを使ったデータベース構築，レッスンモジュールの作成，
授業評価に関する研究・論文執筆を行っている。本稿ではその中で，2009年～2011年までの研
究を先行研究として取り上げる。
　表（2009）２では，Moodleを使ったデータベース構築にあたり，まず英語教育においてどの
ように英語教材を見直し，データベースに組み込んでいくのかの検討がなされている。具体的
には教材用の例文を選定し，どのようにデジタル化し，Webサイトに載せるのかが検討されて
いる。
　表（2010）３では，実際にMoodleを導入していくにあたり，コンテンツの作成が必須となる
ため，これらの作成過程を明らかにし，作成のノウハウを示している。Moodleの活用に関す
る専門書はあるものの，コンテンツの作成方法が具体的に記されているものは少なく，コンテ
ンツの作成に困難を伴う。そこで，自ら手探りでのコンテンツ作成に取り組み，具体的な作成
方法を明らかにしている。
　表（2011）４では，オンラインテキストの作成における具体的な作成・設定方法を明らかにし
ている。学生に試験対策として「小テスト」を解かせるべく，この小テストの作成方法，解か
せる時間や回数などの設定方法，判定やレビューオプションの設定にも触れている。また問題
の各出題方法（穴埋め問題，並べ替え問題，記述問題等）に即した，作問の方法なども明らか
にしている。
２．実態調査
　本研究の目的は， e-Learning手法を用いた簿記・会計教育の実践へ向けたモデルの構築とそ
の活用である。本学においてe-Learning手法を用いた簿記原理（初学者向けの授業・経営学科
必修科目）の実施を実現するべく取り組むものである。
　そこで，まず，e-Learningのコンテンツを作成し，活用に成功している大学（組織）や教員（個
人）にヒアリング調査・授業見学を行い，導入の実態を明らかにする。
　研究協力者として，九州地方では西南学院大学の教員１名，関東地方では横浜国立大学の教
員２名，近畿地方では関西学院大学の教員１名にご協力いただき，ヒアリング調査を行った。
（１）福浦幾巳教授（西南学院大学　商学部 商学科）
調査日：2019年10月11日
①　e-Learning 導入の取り組み
　福浦氏は，西南学院大学に赴任すると同時に，これまで福浦氏が作成してきたe-Learningコ
ンテンツを，すでに導入されていたMoodleを通じて授業に取り入れている。「Moodleはメンテ
ナンス料が少額で済み，コスト・ベネフィットの観点からも有用であると判断し，利用してい
る」とのことである。ちなみに，西南学院大学では，現在，学部を問わず，多数の教員が利用
している。
　福浦氏は，科学研究費助成に基づく基盤研究（A）研究課題番号　25245057　研究期間　
2013年10月～2016年３月における個人研究編として，富士通Internet Navigwareにより「ヨー
イドン簿記」を研究し，システムを開発している。この「ヨーイドン簿記」は，「覚える教育
から考え，そして創造する教育へ」を目指し開発されたものであるが，「いまは自身開発のシ
ステムの一部である音声付き事前学習用および講義用のパワーポイント教材，そしてPC持参
の上，エクセルによる表・計算式を活用した問題・小テスト等のコンテンツを基礎とし，これ
らのコンテンツを学生がインターネットによりダウンロードし，自らが実践し解答していく形
式をとっている」とのことであった。
　このコンテンツには一定の学習効果も認められている。例えば仕訳➡総勘定元帳➡合計残高
試算表➡精算表の一連の会計処理を，仕訳を入力すれば全てが連動し，流れが見えるしくみ
（コンテンツ）を構築している。この連動する仕組みを肌で感じることにより，より学生たち
の理解を促すのである。学内のみならず自宅であってもネット環境さえ整っていれば学習可能
なコンテンツとなり，今後のライブ授業や課題学習など，活用の範囲が広いものとなっている。
福浦氏は，「ヨーイドン簿記」のシステム開発の際に，簿記の一連の学習内容の説明・例題等
をエクセルにより作成し，膨大なコンテンツを有している。「このコンテンツを，今後も役立
てたい，Moodleにおいても活用したい」との思いから，現在の導入に至っている。
②　現在の導入状況
　現時点でのMoodleの活用は，システム研究不足のため限定的な範囲で行われているとのこ
とであった。学生にエクセルによりプログラミングした問題を，Moodleを通じてダウンロー
ドさせ，これを宿題として解かせる，もしくはPC利用の上，授業中教材として利用するなど
している。これらの問題の採点・集計については，授業中に学生自ら採点をさせる，もしくは
教員が持ち帰り，採点し評価するなどしている。本来であれば，採点・集計もMoodleのプロ
グラミングを行い活用したいところであるが，プログラミングに適した資料・文献が手に入ら
ず，苦慮しているとのことであった。現在は，コミュニケーション・ツールとして活用し，事
前の問題配布や連絡事項等を伝える伝言板として利用している。学生自ら印刷させることによ
り，印刷用紙の無駄や時間の短縮が図られている。毎回の授業終了後，翌日にMoodleに解答
を掲示し，学生たちに閲覧させている。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　福浦氏は，このe-Learningについて，大学としてどのような体制でやっていくのかが問題で
あると指摘している。教員個人で取り組むのには限界があり，費用をかけずにいかに効果を上
げていくかが課題であるとの指摘である。
　現在の授業の形式としては板書を行わず，基本的にはパワーポイントを利用した講義形式を
導入し，練習問題に関しては学生に印刷をさせて持参させている。簿記の全容を教える際に，
パワーポイント教材，エクセルにより作成したコンテンツを利用しており，全15回の授業のう
ちほとんどがこれらのコンテンツを利用して行っている。上記のように授業中に学生たちはパ
ソコンを持ち込み，練習問題をパソコン上（エクセル）で解いているのである。現在，他学部
ではMoodleのプログラミングを試みて活用しようとしているようであるが，会計分野では強
制はされていないとのことであった。
　学習効果としては，理想と現実のギャップがあるかもわからないが，一連の簿記の手続きを
理解させるのには有効であると福浦氏は考えている。また授業中に携帯電話で遊んでしまう学
生に対し，これらの利用により積極的に授業に向かわせる方法としても有効であるとしてい
る。本来であれば簿記に関しては寺子屋方式が良いと考えているが，今の学生たちの気風を理
解し，対応しているとのことであった。このような方法でのe-Learning導入により，授業中で
あっても学生同士で問題についての議論を行わせ，共に考え問題を解かせることにより，学生
たちが「自ら考える」という教育を実現しようとしているのである。
　福浦氏は今後の課題として「Moodleと連携した外部のクラウドコンピューティング（Cloud 
computing）を活用することによりソースの高度化を図っていく必要性があり，そのためには，
コンテンツ作成のノウハウやオンラインテキストの作成方法などを新たに学び，作成する必要
がある」と力説している。
（出所：福浦氏提供。授業中におけるパワーポイント資料とエクセルにより作成された合計残
高試算表の作成手順を示したコンテンツ。）
（２）高橋賢教授（横浜国立大学　大学院国際社会科学研究院）
調査日：2019年9月5日
①　e-Learning 導入の取り組み
　横浜国立大学におけるe-Learning 導入の取り組みは，多額の資金を投入した大学組織とし
ての大掛かりなものであるといえる。
　横浜国立大学では，1988年よりCAI（Computer-Aided Instruction）の開発が始まっている
（第１世代CAI，図表２参照）。第１世代CAIの開始は，ある教員の思い付きがきっかけである。
まだ日本にはなかったアメリカのCAIコンテンツやコンピュータソフトの存在を知った教員
が，これらのソフトを作成し横浜国立大学にて導入しようと試みたのである。
　この当時の練習問題の出題方式は，大問として精算表の作成を提示し，勘定科目は選択式，
数値は入力をさせるものであった。
情報処理センター研究年報　No.25（2020.3）
　第２世代CAIにおいては毎回，CAI向けの授業プリント・配布資料を作成し配布するという
形式をとっている。
　第３世代CAIでは，「基幹コンピューターが変わるたびに費用が生じることを回避すべく，
Web化への移行」が求められ，移行がなされている。この「第３世代CAI」とされる2000年以降，
システム会社との共同作成・導入がなされている。これは，コンテンツ作成を研究者が行い，
オンライン化による導入・稼働は，専門のシステム会社が行うという形式をとっている。この
第３世代CAIにおけるWeb化・導入に関し，中心人物として貢献を果たしたのが高橋氏である。
（出所：高橋賢（2017）「学部における原価計算・管理会計 教育の現状と可能性 ～教材開発と
ゲーミフィケーション」日本原価計算研究学会統一論題報告資料，2017年９月12日。）
②　現在の導入状況
　現在稼働している会計CAIのコンテンツは，簿記CAI（Ⅰ･Ⅱ）・原価計算CAI・原価計算上
級CAI・管理会計CAI・制度会計CAI・国民会計CAIである。高橋氏はこのうち原価計算CAI・
原価計算上級CAI・管理会計CAIを担当授業に活用している。
　高橋氏は，CAIを授業で活用するにあたり，原価計算CAIに準拠したテキストを執筆してい
る。高橋賢（2015）『テキスト原価会計（第２版）』中央経済社（初版は2009年）である。これは，
原価計算CAIに準拠したテキストがなかったため，学内からの強い要望もあり執筆されたもの
である。学生に最初にこのCAIシステムを理解させる手段として，以前は初回の授業にてCAI
の利用方法などを学生に説明していたが，現在はマニュアルを表示し，学生自らに理解させる
方法をとっている。
　単位認定への活用（成績評価への活用）として，「原価会計論」では，CAIを期限内に全８
問解答すると20点（完答していない場合は何問解いていても０点），期末試験80点の100点満点
で成績評価をするという方法をとっている。これにより，CAIの完答率を上げ，定期試験の成
績を向上させることを目的としている。さらに，いつ学生がこの問題を解いたのか（期限を設
け，期限内に問題を解いているか）ということも評価の対象としている。
　また，原価計算コンテンツは，問題生成プログラムによって問題条件のランダム抽出設定が
なされており，学生たちはそれぞれ数値が違う問題を解くこととなり，同じ問題を解く可能性
は極めて低い。「他の学生の答案を見せてもらう」という行為を防止することができる仕組み
となっている。第３世代CAIでは高橋氏が作成したコンテンツを，システム会社がオンライン
化し導入・稼働させるという方法をとっていたが，第４世代CAI以降は，システム会社から学
内の情報処理システムに管理が移行され，自製できるようになっている（学部の情報処理担当
の助手によるオンライン化・管理が実現している）。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　この「原価会計論」における評価方法としては，CAIに20点が配点され，80点を定期試験に
配点するが，この80点の内訳は，論述30点，計算40点，応用問題10点である。CAIの導入によ
り，特に計算問題に関する正答率が上がっているとの指摘が高橋氏からもあり，計算を要する
科目においては一定の効果が得られると考えられる。
　横浜国立大学の場合，かつてはかなりの予算をこのCAIの導入に割くことができる状況にあ
り，このような大掛かりな導入が実現している。このCAIシステムでは，問題の作問，採点，
評価，記録，集計が行われ，かつ正確になされるため，授業における教員の負担もかなり削減
され，また一定の成果が得られている。本学においても積極的に導入したいところであるが，
資金面における問題があるため，この横浜国立大学と同様の導入は難しいと考える。そこで同
様の効果は得られないまでも，少しでも効果が望めるシステムの導入を検討すべきであるとい
えよう。
　また今回の原価計算CAIにおいて，一定の学習効果が得られているが，これは高橋氏がコン
テンツ作成の際に設定している問題作成プログラムによる問題条件のランダム設定が大きな貢
献を果たしていると考えられる。今後のコンテンツの作成において，ランダムに出題できるコ
ンテンツ開発は必須であるといえよう。
　最後に高橋氏は，これらのCAI導入の利点として以下を挙げている。「これらのCAIシステ
ムは，大学のカラー（教育の独自性）を出すのに貢献していると考えている。大学教員（研究者）
は必ずしも一つの大学に留まる者ばかりでなく，大学は常に教員が入れ替わる可能性を持って
いる。しかし，教員が入れ替わろうとも，システムは受け継がれることとなり，大学の独自性
が引き継がれるのである。また一つの科目を複数の教員が担当している場合においては内容の
平準化をもたらすことができ，ローテーション制の高い科目や，基礎科目には有効であると考
えている」としている。
（出所：高橋氏提供。原価計算CAIにおける原価会計論の受講状況。）
（３）原俊雄教授　（横浜国立大学　大学院国際社会科学研究院）
調査日：2019年12月20日
①　e-Learning 導入の取り組み
　簿記CAI開発の経緯として，まず第１世代CAI・第２世代CAIでは，簿記原理（簿記論の旧
科目）の授業の記帳練習という位置づけで導入されている。この当時は特殊仕訳帳制を前提と
した簿記一巡の手続きに関する総合問題が出題される形式で導入されていた。またワープロに
よる勘定科目の入力は困難であったため，勘定科目については数字にコードを付してから入力
させ，さらに60個の取引のうち８個には初期値と変更値を設定し，いずれかに金額がランダム
に割り当てられるようにしていた。第３世代CAIでは，基礎レベルから段階的に進捗度に応じ
て作問がなされている。また勘定科目は選択ではなく，自ら入力させる方法をとり，勘定科目
を正確に覚えさせるという効果をもたらしている。問題に関しては複数の問題を用意し，数字
だけでなく取引順序もランダムに設定されるため，より効果的なCAIシステムとなっている５。
②　現在の導入状況
　原氏は，簿記CAIを授業で活用するにあたり，テキストとして大藪俊哉編著（2010）『簿記
テキスト（第５版）』中央経済社（初版は2000年）を使用している。これは簿記原理の授業用
として原氏も加わり執筆されたものであり，第３世代CAIは，このテキストの内容に準拠して
いる。
　単位認定への活用（成績評価への活用）として，「簿記論Ⅱ」では，簿記CAI上に毎回の授
業内容に関する練習問題を掲示し，期限内に解くことを求めている。また段階を踏む形での作
問がなされているため，第１問が解けなければ次の第２問へ進むことができない仕組みとなっ
ている。全問解答すると10点（完答していない場合は何問解いていても０点），期末試験90点
の100点満点で成績評価をするという方法をとっている。
　また，エクセルによって作成された簿記CAIコンテンツは，ランダム抽出設定がなされてお
り，学生たちは，複数の問題から抽出された問題を解くこととなる。評価については，いつ学
生がこの問題を解いたのか（期限を設け，期限内に問題を解いているか）ということや，完答
できているかどうかをもとに行われている。
　また授業中は，テキストの例題を，パワーポイントを用いて説明を行い，理解できたかどう
かの確認を，授業中に質問をし，クリッカー６を使い確認する形式をとっている。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　この簿記CAIの学習効果として，原氏は以下のように述べている。「簿記論Ⅱの受講者が300
名を超える現状を鑑みると，一人一人の練習問題を採点し集計することは大変な負担となり，
実行に困難を伴う。この簿記CAIを導入するまでは，学生が自分で採点し確認をさせるのみで
あったが，導入後は授業時間外学習の状況も把握でき，かなり効果があると考えている」とし
ている。また学生の自主的な学習の促進につながっているとの指摘もあった。
　この原氏は，第３世代CAI導入の際に，高橋氏とともにCAI導入に貢献している人物である。
（出所：原氏提供。簿記CAIに提示されている問題と答案用紙。）
（４） 川端千暁助教　（関西学院大学　商学部）
調査日：2019年６月９日
①　e-Learning 導入の取り組み
　関西学院大学では，「簿記基礎」として，前期（週２回）・後期（週２回）必修科目４単位の
授業を行っている。「簿記基礎」を３人教員が担当しており，学生が３人の教員のうち自由に
受講する教員を選択する形式であり，学期の途中で担当教員を変更することも可能である。使
用テキストは各教員とも同じであるが，授業方法は各教員の裁量に任されている。テキストは
関西学院大学会計学研究室編（2019）「新版　基本簿記論（第４版）」中央経済社 （初版は2012年）
を使用しており，これは関西学院大学の会計教員を中心に簿記教育用に執筆されたものであ
る。基本的には，簿記・会計教育において，大学組織としてのe-Learning 導入の取り組みは
行われておらず，教員個人の裁量に任されている。
②　現在の導入状況
　川端氏の授業形式は，基本的にはパワーポイントを使用しており，テキストをスライド化し
たものを利用している。LUNAブラックボード（関西学院大学インターネットサイト）に授業
資料を貼り付け，履修者のみ閲覧可能の設定を行い，授業後学生たちが復習をすることができ
る，授業を欠席した学生が授業の内容を把握できるという仕組みをとっている。
　川端氏は授業中に確認問題を掲示し，Google Education７を利用し，授業中に何割の学生が
理解できているかを確認しながら授業を行っている。このGoogle Educationは無料かつ携帯電
話により簡単に使用できるため，学生たちが利用しやすいという利点がある。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　川端氏は，e-Learning導入の利点として，以下のように述べている。「Google Education を
利用し確認しながら授業を進めることにより，より適正な速さで授業を行うことができると考
えている。授業中試験をした結果，Google Educationを利用して授業を行った論点の理解度が
かなり高いことがわかり，一定の効果があると認識している」としている。
　今後の課題として，川端氏は動画を利用した授業を積極的に行いたいとしており，すでに試
験的に動画を作成している（You Tubeに作成動画を挙げている）。またGoogle Educationをもっ
と活用した取り組みを行っていきたいとしている。大学として取り組みが行われる前に，自ら
できることをやっていきたいとの意欲的な意見であった。また他大学で同じ考えを持つ若手研
究者と協力し，コンテンツの作成なども行っていきたいとのことであった。川端氏は，
e-Learningを利用することにより今後の展開を模索している若手研究者の一人であるといえよ
う。
 
（出所：川端氏提供。Google Education を利用した理解度の表示と川端氏が作成した動画。）
おわりに
　各大学の先生方のご協力により，e-Learningを導入した簿記・会計教育についての調査を行
うことができた。これらの調査結果は，大学組織もしくは個人としてe-Learningを積極的に導
入し，学生の理解を高め，大学教育に役立てようとしている教員の意欲が感じられるものであ
った。これらの各大学の先生方の取り組みについては，来年度も引き続き調査し，e-Learning
導入の効果を確認したいと考えている。また，これらのe-Learning導入に関しては，資金面と
の兼ね合いが問題であることが改めて明らかになったといえよう。横浜国立大学のような大掛
かりな導入は資金面からは難しいと考える。そこで，導入費用が比較的少額で済むMoodleを
利用し，簿記教育に組み込むことを目標に，コンテンツの作成に取り組みたいと考えている。
これには本学の表氏が論文にて明らかにしているコンテンツ作成のノウハウを理解し，簿記・
会計教育に応用することを試みることが必要となる。そして最終的な研究目標である「本学の
簿記・会計教育において，どのようにe-Learning教育を導入すべきかの検討と導入の際の具体
的モデル・活用方法の提示」を実現するべく，コンテンツを作成し，本学の教育に導入したい
と考えている。
（謝辞）
　本稿の執筆に際してご協力を頂いた，鹿児島国際大学の表正幸教授，西南学院大学の福浦幾
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はじめに
　現在，大学教育の場では，AI時代における人材育成として，いわゆるe-Learningや情報教育
が注目を集めている。
　「AI時代の人材育成に向けた政府の取り組み」として，森晃憲文部科学省大臣官房審議官は，
令和元年６月11日，統合イノベーション戦略推進会議にて決定された「AI戦略2019～人・産業・
地域・政府全てにAI～」に関し，次のように述べている１。森氏は，「従来の『読み・書き・
そろばん』に代わって，デジタル社会においては『数理・データサイエンス・AI』の三拍子
が必要であると示され，2025年までの実現を念頭に，今後の施策目標が設定されています」と
し，大学１～２年生段階を対象としたリテラシー教育，大学３～４年を対象とした「応用基礎
教育」を提唱している。さらに文部科学省としても入口から出口までを見据えた「数理・デー
タサイエンス・AI教育を促進する取り組み」を必要とし，2024年度の全国共通テストには「情
報Ⅰ」の科目の追加を検討するとしている。
　このような動きを受けて，我が国の大学では，AI時代における人材育成として，e-Learning
や情報教育に注力し対応することが求められているのである。
　そこで本稿では，鹿児島国際大学（以下，本学と称す）におけるMoodleを使ったe-Learning
教育に力を注いでおられる経済学部・経営学科の表正幸教授（以下，表氏とする）の取り組み
を先行研究として取り上げ，次に，九州地方では西南学院大学，関東地方では横浜国立大学，
近畿地方では関西学院大学におけるe-Learningを使った簿記・会計教育の調査結果をもとに，
各大学のe-Learning教育の実態を明らかにする。その中で，最終的な研究目標である「本学の
簿記・会計教育において，どのようにe-Learning教育を導入すべきかの検討と導入の際の具体
的モデル・活用方法の提示」へ向けて，参考にするべき導入方法の抽出・検討を行うものである。
１．先行研究
　本学でのLMS（Learning Management System）の利用率は決して高くない。本学では
Moodleを導入し，e-Learningの活性化を試みているが，coding（問題作成）に関するノウハウ
を示す専門書がなく，活かしきれていない現状がある。このような状況下において，本学の表
氏は，独自で研究・開発したノウハウをもとに，英語教育に導入することを試みている。表氏
は2009年～2014年にかけて，Moodleを使ったデータベース構築，レッスンモジュールの作成，
授業評価に関する研究・論文執筆を行っている。本稿ではその中で，2009年～2011年までの研
究を先行研究として取り上げる。
　表（2009）２では，Moodleを使ったデータベース構築にあたり，まず英語教育においてどの
ように英語教材を見直し，データベースに組み込んでいくのかの検討がなされている。具体的
には教材用の例文を選定し，どのようにデジタル化し，Webサイトに載せるのかが検討されて
いる。
　表（2010）３では，実際にMoodleを導入していくにあたり，コンテンツの作成が必須となる
ため，これらの作成過程を明らかにし，作成のノウハウを示している。Moodleの活用に関す
る専門書はあるものの，コンテンツの作成方法が具体的に記されているものは少なく，コンテ
ンツの作成に困難を伴う。そこで，自ら手探りでのコンテンツ作成に取り組み，具体的な作成
方法を明らかにしている。
　表（2011）４では，オンラインテキストの作成における具体的な作成・設定方法を明らかにし
ている。学生に試験対策として「小テスト」を解かせるべく，この小テストの作成方法，解か
せる時間や回数などの設定方法，判定やレビューオプションの設定にも触れている。また問題
の各出題方法（穴埋め問題，並べ替え問題，記述問題等）に即した，作問の方法なども明らか
にしている。
２．実態調査
　本研究の目的は， e-Learning手法を用いた簿記・会計教育の実践へ向けたモデルの構築とそ
の活用である。本学においてe-Learning手法を用いた簿記原理（初学者向けの授業・経営学科
必修科目）の実施を実現するべく取り組むものである。
　そこで，まず，e-Learningのコンテンツを作成し，活用に成功している大学（組織）や教員（個
人）にヒアリング調査・授業見学を行い，導入の実態を明らかにする。
　研究協力者として，九州地方では西南学院大学の教員１名，関東地方では横浜国立大学の教
員２名，近畿地方では関西学院大学の教員１名にご協力いただき，ヒアリング調査を行った。
（１）福浦幾巳教授（西南学院大学　商学部 商学科）
調査日：2019年10月11日
①　e-Learning 導入の取り組み
　福浦氏は，西南学院大学に赴任すると同時に，これまで福浦氏が作成してきたe-Learningコ
ンテンツを，すでに導入されていたMoodleを通じて授業に取り入れている。「Moodleはメンテ
ナンス料が少額で済み，コスト・ベネフィットの観点からも有用であると判断し，利用してい
る」とのことである。ちなみに，西南学院大学では，現在，学部を問わず，多数の教員が利用
している。
　福浦氏は，科学研究費助成に基づく基盤研究（A）研究課題番号　25245057　研究期間　
2013年10月～2016年３月における個人研究編として，富士通Internet Navigwareにより「ヨー
イドン簿記」を研究し，システムを開発している。この「ヨーイドン簿記」は，「覚える教育
から考え，そして創造する教育へ」を目指し開発されたものであるが，「いまは自身開発のシ
ステムの一部である音声付き事前学習用および講義用のパワーポイント教材，そしてPC持参
の上，エクセルによる表・計算式を活用した問題・小テスト等のコンテンツを基礎とし，これ
らのコンテンツを学生がインターネットによりダウンロードし，自らが実践し解答していく形
式をとっている」とのことであった。
　このコンテンツには一定の学習効果も認められている。例えば仕訳➡総勘定元帳➡合計残高
試算表➡精算表の一連の会計処理を，仕訳を入力すれば全てが連動し，流れが見えるしくみ
（コンテンツ）を構築している。この連動する仕組みを肌で感じることにより，より学生たち
の理解を促すのである。学内のみならず自宅であってもネット環境さえ整っていれば学習可能
なコンテンツとなり，今後のライブ授業や課題学習など，活用の範囲が広いものとなっている。
福浦氏は，「ヨーイドン簿記」のシステム開発の際に，簿記の一連の学習内容の説明・例題等
をエクセルにより作成し，膨大なコンテンツを有している。「このコンテンツを，今後も役立
てたい，Moodleにおいても活用したい」との思いから，現在の導入に至っている。
②　現在の導入状況
　現時点でのMoodleの活用は，システム研究不足のため限定的な範囲で行われているとのこ
とであった。学生にエクセルによりプログラミングした問題を，Moodleを通じてダウンロー
ドさせ，これを宿題として解かせる，もしくはPC利用の上，授業中教材として利用するなど
している。これらの問題の採点・集計については，授業中に学生自ら採点をさせる，もしくは
教員が持ち帰り，採点し評価するなどしている。本来であれば，採点・集計もMoodleのプロ
グラミングを行い活用したいところであるが，プログラミングに適した資料・文献が手に入ら
ず，苦慮しているとのことであった。現在は，コミュニケーション・ツールとして活用し，事
前の問題配布や連絡事項等を伝える伝言板として利用している。学生自ら印刷させることによ
り，印刷用紙の無駄や時間の短縮が図られている。毎回の授業終了後，翌日にMoodleに解答
を掲示し，学生たちに閲覧させている。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　福浦氏は，このe-Learningについて，大学としてどのような体制でやっていくのかが問題で
あると指摘している。教員個人で取り組むのには限界があり，費用をかけずにいかに効果を上
げていくかが課題であるとの指摘である。
　現在の授業の形式としては板書を行わず，基本的にはパワーポイントを利用した講義形式を
導入し，練習問題に関しては学生に印刷をさせて持参させている。簿記の全容を教える際に，
パワーポイント教材，エクセルにより作成したコンテンツを利用しており，全15回の授業のう
ちほとんどがこれらのコンテンツを利用して行っている。上記のように授業中に学生たちはパ
ソコンを持ち込み，練習問題をパソコン上（エクセル）で解いているのである。現在，他学部
ではMoodleのプログラミングを試みて活用しようとしているようであるが，会計分野では強
制はされていないとのことであった。
　学習効果としては，理想と現実のギャップがあるかもわからないが，一連の簿記の手続きを
理解させるのには有効であると福浦氏は考えている。また授業中に携帯電話で遊んでしまう学
生に対し，これらの利用により積極的に授業に向かわせる方法としても有効であるとしてい
る。本来であれば簿記に関しては寺子屋方式が良いと考えているが，今の学生たちの気風を理
解し，対応しているとのことであった。このような方法でのe-Learning導入により，授業中で
あっても学生同士で問題についての議論を行わせ，共に考え問題を解かせることにより，学生
たちが「自ら考える」という教育を実現しようとしているのである。
　福浦氏は今後の課題として「Moodleと連携した外部のクラウドコンピューティング（Cloud 
computing）を活用することによりソースの高度化を図っていく必要性があり，そのためには，
コンテンツ作成のノウハウやオンラインテキストの作成方法などを新たに学び，作成する必要
がある」と力説している。
（出所：福浦氏提供。授業中におけるパワーポイント資料とエクセルにより作成された合計残
高試算表の作成手順を示したコンテンツ。）
（２）高橋賢教授（横浜国立大学　大学院国際社会科学研究院）
調査日：2019年9月5日
①　e-Learning 導入の取り組み
　横浜国立大学におけるe-Learning 導入の取り組みは，多額の資金を投入した大学組織とし
ての大掛かりなものであるといえる。
　横浜国立大学では，1988年よりCAI（Computer-Aided Instruction）の開発が始まっている
（第１世代CAI，図表２参照）。第１世代CAIの開始は，ある教員の思い付きがきっかけである。
まだ日本にはなかったアメリカのCAIコンテンツやコンピュータソフトの存在を知った教員
が，これらのソフトを作成し横浜国立大学にて導入しようと試みたのである。
　この当時の練習問題の出題方式は，大問として精算表の作成を提示し，勘定科目は選択式，
数値は入力をさせるものであった。
　第２世代CAIにおいては毎回，CAI向けの授業プリント・配布資料を作成し配布するという
形式をとっている。
　第３世代CAIでは，「基幹コンピューターが変わるたびに費用が生じることを回避すべく，
Web化への移行」が求められ，移行がなされている。この「第３世代CAI」とされる2000年以降，
システム会社との共同作成・導入がなされている。これは，コンテンツ作成を研究者が行い，
オンライン化による導入・稼働は，専門のシステム会社が行うという形式をとっている。この
第３世代CAIにおけるWeb化・導入に関し，中心人物として貢献を果たしたのが高橋氏である。
（出所：高橋賢（2017）「学部における原価計算・管理会計 教育の現状と可能性 ～教材開発と
ゲーミフィケーション」日本原価計算研究学会統一論題報告資料，2017年９月12日。）
②　現在の導入状況
　現在稼働している会計CAIのコンテンツは，簿記CAI（Ⅰ･Ⅱ）・原価計算CAI・原価計算上
級CAI・管理会計CAI・制度会計CAI・国民会計CAIである。高橋氏はこのうち原価計算CAI・
原価計算上級CAI・管理会計CAIを担当授業に活用している。
　高橋氏は，CAIを授業で活用するにあたり，原価計算CAIに準拠したテキストを執筆してい
る。高橋賢（2015）『テキスト原価会計（第２版）』中央経済社（初版は2009年）である。これは，
原価計算CAIに準拠したテキストがなかったため，学内からの強い要望もあり執筆されたもの
である。学生に最初にこのCAIシステムを理解させる手段として，以前は初回の授業にてCAI
の利用方法などを学生に説明していたが，現在はマニュアルを表示し，学生自らに理解させる
方法をとっている。
　単位認定への活用（成績評価への活用）として，「原価会計論」では，CAIを期限内に全８
問解答すると20点（完答していない場合は何問解いていても０点），期末試験80点の100点満点
で成績評価をするという方法をとっている。これにより，CAIの完答率を上げ，定期試験の成
績を向上させることを目的としている。さらに，いつ学生がこの問題を解いたのか（期限を設
け，期限内に問題を解いているか）ということも評価の対象としている。
　また，原価計算コンテンツは，問題生成プログラムによって問題条件のランダム抽出設定が
なされており，学生たちはそれぞれ数値が違う問題を解くこととなり，同じ問題を解く可能性
は極めて低い。「他の学生の答案を見せてもらう」という行為を防止することができる仕組み
となっている。第３世代CAIでは高橋氏が作成したコンテンツを，システム会社がオンライン
化し導入・稼働させるという方法をとっていたが，第４世代CAI以降は，システム会社から学
内の情報処理システムに管理が移行され，自製できるようになっている（学部の情報処理担当
の助手によるオンライン化・管理が実現している）。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　この「原価会計論」における評価方法としては，CAIに20点が配点され，80点を定期試験に
配点するが，この80点の内訳は，論述30点，計算40点，応用問題10点である。CAIの導入によ
り，特に計算問題に関する正答率が上がっているとの指摘が高橋氏からもあり，計算を要する
科目においては一定の効果が得られると考えられる。
　横浜国立大学の場合，かつてはかなりの予算をこのCAIの導入に割くことができる状況にあ
り，このような大掛かりな導入が実現している。このCAIシステムでは，問題の作問，採点，
評価，記録，集計が行われ，かつ正確になされるため，授業における教員の負担もかなり削減
され，また一定の成果が得られている。本学においても積極的に導入したいところであるが，
資金面における問題があるため，この横浜国立大学と同様の導入は難しいと考える。そこで同
様の効果は得られないまでも，少しでも効果が望めるシステムの導入を検討すべきであるとい
えよう。
　また今回の原価計算CAIにおいて，一定の学習効果が得られているが，これは高橋氏がコン
テンツ作成の際に設定している問題作成プログラムによる問題条件のランダム設定が大きな貢
献を果たしていると考えられる。今後のコンテンツの作成において，ランダムに出題できるコ
ンテンツ開発は必須であるといえよう。
　最後に高橋氏は，これらのCAI導入の利点として以下を挙げている。「これらのCAIシステ
ムは，大学のカラー（教育の独自性）を出すのに貢献していると考えている。大学教員（研究者）
は必ずしも一つの大学に留まる者ばかりでなく，大学は常に教員が入れ替わる可能性を持って
いる。しかし，教員が入れ替わろうとも，システムは受け継がれることとなり，大学の独自性
が引き継がれるのである。また一つの科目を複数の教員が担当している場合においては内容の
平準化をもたらすことができ，ローテーション制の高い科目や，基礎科目には有効であると考
えている」としている。
（出所：高橋氏提供。原価計算CAIにおける原価会計論の受講状況。）
（３）原俊雄教授　（横浜国立大学　大学院国際社会科学研究院）
調査日：2019年12月20日
①　e-Learning 導入の取り組み
　簿記CAI開発の経緯として，まず第１世代CAI・第２世代CAIでは，簿記原理（簿記論の旧
科目）の授業の記帳練習という位置づけで導入されている。この当時は特殊仕訳帳制を前提と
した簿記一巡の手続きに関する総合問題が出題される形式で導入されていた。またワープロに
よる勘定科目の入力は困難であったため，勘定科目については数字にコードを付してから入力
させ，さらに60個の取引のうち８個には初期値と変更値を設定し，いずれかに金額がランダム
に割り当てられるようにしていた。第３世代CAIでは，基礎レベルから段階的に進捗度に応じ
て作問がなされている。また勘定科目は選択ではなく，自ら入力させる方法をとり，勘定科目
を正確に覚えさせるという効果をもたらしている。問題に関しては複数の問題を用意し，数字
だけでなく取引順序もランダムに設定されるため，より効果的なCAIシステムとなっている５。
②　現在の導入状況
　原氏は，簿記CAIを授業で活用するにあたり，テキストとして大藪俊哉編著（2010）『簿記
テキスト（第５版）』中央経済社（初版は2000年）を使用している。これは簿記原理の授業用
として原氏も加わり執筆されたものであり，第３世代CAIは，このテキストの内容に準拠して
いる。
　単位認定への活用（成績評価への活用）として，「簿記論Ⅱ」では，簿記CAI上に毎回の授
業内容に関する練習問題を掲示し，期限内に解くことを求めている。また段階を踏む形での作
部　幸子：AI時代における人材育成 ～大学におけるe-Learningの実態調査　１～
問がなされているため，第１問が解けなければ次の第２問へ進むことができない仕組みとなっ
ている。全問解答すると10点（完答していない場合は何問解いていても０点），期末試験90点
の100点満点で成績評価をするという方法をとっている。
　また，エクセルによって作成された簿記CAIコンテンツは，ランダム抽出設定がなされてお
り，学生たちは，複数の問題から抽出された問題を解くこととなる。評価については，いつ学
生がこの問題を解いたのか（期限を設け，期限内に問題を解いているか）ということや，完答
できているかどうかをもとに行われている。
　また授業中は，テキストの例題を，パワーポイントを用いて説明を行い，理解できたかどう
かの確認を，授業中に質問をし，クリッカー６を使い確認する形式をとっている。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　この簿記CAIの学習効果として，原氏は以下のように述べている。「簿記論Ⅱの受講者が300
名を超える現状を鑑みると，一人一人の練習問題を採点し集計することは大変な負担となり，
実行に困難を伴う。この簿記CAIを導入するまでは，学生が自分で採点し確認をさせるのみで
あったが，導入後は授業時間外学習の状況も把握でき，かなり効果があると考えている」とし
ている。また学生の自主的な学習の促進につながっているとの指摘もあった。
　この原氏は，第３世代CAI導入の際に，高橋氏とともにCAI導入に貢献している人物である。
（出所：原氏提供。簿記CAIに提示されている問題と答案用紙。）
（４） 川端千暁助教　（関西学院大学　商学部）
調査日：2019年６月９日
①　e-Learning 導入の取り組み
　関西学院大学では，「簿記基礎」として，前期（週２回）・後期（週２回）必修科目４単位の
授業を行っている。「簿記基礎」を３人教員が担当しており，学生が３人の教員のうち自由に
受講する教員を選択する形式であり，学期の途中で担当教員を変更することも可能である。使
用テキストは各教員とも同じであるが，授業方法は各教員の裁量に任されている。テキストは
関西学院大学会計学研究室編（2019）「新版　基本簿記論（第４版）」中央経済社 （初版は2012年）
を使用しており，これは関西学院大学の会計教員を中心に簿記教育用に執筆されたものであ
る。基本的には，簿記・会計教育において，大学組織としてのe-Learning 導入の取り組みは
行われておらず，教員個人の裁量に任されている。
②　現在の導入状況
　川端氏の授業形式は，基本的にはパワーポイントを使用しており，テキストをスライド化し
たものを利用している。LUNAブラックボード（関西学院大学インターネットサイト）に授業
資料を貼り付け，履修者のみ閲覧可能の設定を行い，授業後学生たちが復習をすることができ
る，授業を欠席した学生が授業の内容を把握できるという仕組みをとっている。
　川端氏は授業中に確認問題を掲示し，Google Education７を利用し，授業中に何割の学生が
理解できているかを確認しながら授業を行っている。このGoogle Educationは無料かつ携帯電
話により簡単に使用できるため，学生たちが利用しやすいという利点がある。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　川端氏は，e-Learning導入の利点として，以下のように述べている。「Google Education を
利用し確認しながら授業を進めることにより，より適正な速さで授業を行うことができると考
えている。授業中試験をした結果，Google Educationを利用して授業を行った論点の理解度が
かなり高いことがわかり，一定の効果があると認識している」としている。
　今後の課題として，川端氏は動画を利用した授業を積極的に行いたいとしており，すでに試
験的に動画を作成している（You Tubeに作成動画を挙げている）。またGoogle Educationをもっ
と活用した取り組みを行っていきたいとしている。大学として取り組みが行われる前に，自ら
できることをやっていきたいとの意欲的な意見であった。また他大学で同じ考えを持つ若手研
究者と協力し，コンテンツの作成なども行っていきたいとのことであった。川端氏は，
e-Learningを利用することにより今後の展開を模索している若手研究者の一人であるといえよ
う。
 
（出所：川端氏提供。Google Education を利用した理解度の表示と川端氏が作成した動画。）
おわりに
　各大学の先生方のご協力により，e-Learningを導入した簿記・会計教育についての調査を行
うことができた。これらの調査結果は，大学組織もしくは個人としてe-Learningを積極的に導
入し，学生の理解を高め，大学教育に役立てようとしている教員の意欲が感じられるものであ
った。これらの各大学の先生方の取り組みについては，来年度も引き続き調査し，e-Learning
導入の効果を確認したいと考えている。また，これらのe-Learning導入に関しては，資金面と
の兼ね合いが問題であることが改めて明らかになったといえよう。横浜国立大学のような大掛
かりな導入は資金面からは難しいと考える。そこで，導入費用が比較的少額で済むMoodleを
利用し，簿記教育に組み込むことを目標に，コンテンツの作成に取り組みたいと考えている。
これには本学の表氏が論文にて明らかにしているコンテンツ作成のノウハウを理解し，簿記・
会計教育に応用することを試みることが必要となる。そして最終的な研究目標である「本学の
簿記・会計教育において，どのようにe-Learning教育を導入すべきかの検討と導入の際の具体
的モデル・活用方法の提示」を実現するべく，コンテンツを作成し，本学の教育に導入したい
と考えている。
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はじめに
　現在，大学教育の場では，AI時代における人材育成として，いわゆるe-Learningや情報教育
が注目を集めている。
　「AI時代の人材育成に向けた政府の取り組み」として，森晃憲文部科学省大臣官房審議官は，
令和元年６月11日，統合イノベーション戦略推進会議にて決定された「AI戦略2019～人・産業・
地域・政府全てにAI～」に関し，次のように述べている１。森氏は，「従来の『読み・書き・
そろばん』に代わって，デジタル社会においては『数理・データサイエンス・AI』の三拍子
が必要であると示され，2025年までの実現を念頭に，今後の施策目標が設定されています」と
し，大学１～２年生段階を対象としたリテラシー教育，大学３～４年を対象とした「応用基礎
教育」を提唱している。さらに文部科学省としても入口から出口までを見据えた「数理・デー
タサイエンス・AI教育を促進する取り組み」を必要とし，2024年度の全国共通テストには「情
報Ⅰ」の科目の追加を検討するとしている。
　このような動きを受けて，我が国の大学では，AI時代における人材育成として，e-Learning
や情報教育に注力し対応することが求められているのである。
　そこで本稿では，鹿児島国際大学（以下，本学と称す）におけるMoodleを使ったe-Learning
教育に力を注いでおられる経済学部・経営学科の表正幸教授（以下，表氏とする）の取り組み
を先行研究として取り上げ，次に，九州地方では西南学院大学，関東地方では横浜国立大学，
近畿地方では関西学院大学におけるe-Learningを使った簿記・会計教育の調査結果をもとに，
各大学のe-Learning教育の実態を明らかにする。その中で，最終的な研究目標である「本学の
簿記・会計教育において，どのようにe-Learning教育を導入すべきかの検討と導入の際の具体
的モデル・活用方法の提示」へ向けて，参考にするべき導入方法の抽出・検討を行うものである。
１．先行研究
　本学でのLMS（Learning Management System）の利用率は決して高くない。本学では
Moodleを導入し，e-Learningの活性化を試みているが，coding（問題作成）に関するノウハウ
を示す専門書がなく，活かしきれていない現状がある。このような状況下において，本学の表
氏は，独自で研究・開発したノウハウをもとに，英語教育に導入することを試みている。表氏
は2009年～2014年にかけて，Moodleを使ったデータベース構築，レッスンモジュールの作成，
授業評価に関する研究・論文執筆を行っている。本稿ではその中で，2009年～2011年までの研
究を先行研究として取り上げる。
　表（2009）２では，Moodleを使ったデータベース構築にあたり，まず英語教育においてどの
ように英語教材を見直し，データベースに組み込んでいくのかの検討がなされている。具体的
には教材用の例文を選定し，どのようにデジタル化し，Webサイトに載せるのかが検討されて
いる。
　表（2010）３では，実際にMoodleを導入していくにあたり，コンテンツの作成が必須となる
ため，これらの作成過程を明らかにし，作成のノウハウを示している。Moodleの活用に関す
る専門書はあるものの，コンテンツの作成方法が具体的に記されているものは少なく，コンテ
ンツの作成に困難を伴う。そこで，自ら手探りでのコンテンツ作成に取り組み，具体的な作成
方法を明らかにしている。
　表（2011）４では，オンラインテキストの作成における具体的な作成・設定方法を明らかにし
ている。学生に試験対策として「小テスト」を解かせるべく，この小テストの作成方法，解か
せる時間や回数などの設定方法，判定やレビューオプションの設定にも触れている。また問題
の各出題方法（穴埋め問題，並べ替え問題，記述問題等）に即した，作問の方法なども明らか
にしている。
２．実態調査
　本研究の目的は， e-Learning手法を用いた簿記・会計教育の実践へ向けたモデルの構築とそ
の活用である。本学においてe-Learning手法を用いた簿記原理（初学者向けの授業・経営学科
必修科目）の実施を実現するべく取り組むものである。
　そこで，まず，e-Learningのコンテンツを作成し，活用に成功している大学（組織）や教員（個
人）にヒアリング調査・授業見学を行い，導入の実態を明らかにする。
　研究協力者として，九州地方では西南学院大学の教員１名，関東地方では横浜国立大学の教
員２名，近畿地方では関西学院大学の教員１名にご協力いただき，ヒアリング調査を行った。
（１）福浦幾巳教授（西南学院大学　商学部 商学科）
調査日：2019年10月11日
①　e-Learning 導入の取り組み
　福浦氏は，西南学院大学に赴任すると同時に，これまで福浦氏が作成してきたe-Learningコ
ンテンツを，すでに導入されていたMoodleを通じて授業に取り入れている。「Moodleはメンテ
ナンス料が少額で済み，コスト・ベネフィットの観点からも有用であると判断し，利用してい
る」とのことである。ちなみに，西南学院大学では，現在，学部を問わず，多数の教員が利用
している。
　福浦氏は，科学研究費助成に基づく基盤研究（A）研究課題番号　25245057　研究期間　
2013年10月～2016年３月における個人研究編として，富士通Internet Navigwareにより「ヨー
イドン簿記」を研究し，システムを開発している。この「ヨーイドン簿記」は，「覚える教育
から考え，そして創造する教育へ」を目指し開発されたものであるが，「いまは自身開発のシ
ステムの一部である音声付き事前学習用および講義用のパワーポイント教材，そしてPC持参
の上，エクセルによる表・計算式を活用した問題・小テスト等のコンテンツを基礎とし，これ
らのコンテンツを学生がインターネットによりダウンロードし，自らが実践し解答していく形
式をとっている」とのことであった。
　このコンテンツには一定の学習効果も認められている。例えば仕訳➡総勘定元帳➡合計残高
試算表➡精算表の一連の会計処理を，仕訳を入力すれば全てが連動し，流れが見えるしくみ
（コンテンツ）を構築している。この連動する仕組みを肌で感じることにより，より学生たち
の理解を促すのである。学内のみならず自宅であってもネット環境さえ整っていれば学習可能
なコンテンツとなり，今後のライブ授業や課題学習など，活用の範囲が広いものとなっている。
福浦氏は，「ヨーイドン簿記」のシステム開発の際に，簿記の一連の学習内容の説明・例題等
をエクセルにより作成し，膨大なコンテンツを有している。「このコンテンツを，今後も役立
てたい，Moodleにおいても活用したい」との思いから，現在の導入に至っている。
②　現在の導入状況
　現時点でのMoodleの活用は，システム研究不足のため限定的な範囲で行われているとのこ
とであった。学生にエクセルによりプログラミングした問題を，Moodleを通じてダウンロー
ドさせ，これを宿題として解かせる，もしくはPC利用の上，授業中教材として利用するなど
している。これらの問題の採点・集計については，授業中に学生自ら採点をさせる，もしくは
教員が持ち帰り，採点し評価するなどしている。本来であれば，採点・集計もMoodleのプロ
グラミングを行い活用したいところであるが，プログラミングに適した資料・文献が手に入ら
ず，苦慮しているとのことであった。現在は，コミュニケーション・ツールとして活用し，事
前の問題配布や連絡事項等を伝える伝言板として利用している。学生自ら印刷させることによ
り，印刷用紙の無駄や時間の短縮が図られている。毎回の授業終了後，翌日にMoodleに解答
を掲示し，学生たちに閲覧させている。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　福浦氏は，このe-Learningについて，大学としてどのような体制でやっていくのかが問題で
あると指摘している。教員個人で取り組むのには限界があり，費用をかけずにいかに効果を上
げていくかが課題であるとの指摘である。
　現在の授業の形式としては板書を行わず，基本的にはパワーポイントを利用した講義形式を
導入し，練習問題に関しては学生に印刷をさせて持参させている。簿記の全容を教える際に，
パワーポイント教材，エクセルにより作成したコンテンツを利用しており，全15回の授業のう
ちほとんどがこれらのコンテンツを利用して行っている。上記のように授業中に学生たちはパ
ソコンを持ち込み，練習問題をパソコン上（エクセル）で解いているのである。現在，他学部
ではMoodleのプログラミングを試みて活用しようとしているようであるが，会計分野では強
制はされていないとのことであった。
　学習効果としては，理想と現実のギャップがあるかもわからないが，一連の簿記の手続きを
理解させるのには有効であると福浦氏は考えている。また授業中に携帯電話で遊んでしまう学
生に対し，これらの利用により積極的に授業に向かわせる方法としても有効であるとしてい
る。本来であれば簿記に関しては寺子屋方式が良いと考えているが，今の学生たちの気風を理
解し，対応しているとのことであった。このような方法でのe-Learning導入により，授業中で
あっても学生同士で問題についての議論を行わせ，共に考え問題を解かせることにより，学生
たちが「自ら考える」という教育を実現しようとしているのである。
　福浦氏は今後の課題として「Moodleと連携した外部のクラウドコンピューティング（Cloud 
computing）を活用することによりソースの高度化を図っていく必要性があり，そのためには，
コンテンツ作成のノウハウやオンラインテキストの作成方法などを新たに学び，作成する必要
がある」と力説している。
（出所：福浦氏提供。授業中におけるパワーポイント資料とエクセルにより作成された合計残
高試算表の作成手順を示したコンテンツ。）
（２）高橋賢教授（横浜国立大学　大学院国際社会科学研究院）
調査日：2019年9月5日
①　e-Learning 導入の取り組み
　横浜国立大学におけるe-Learning 導入の取り組みは，多額の資金を投入した大学組織とし
ての大掛かりなものであるといえる。
　横浜国立大学では，1988年よりCAI（Computer-Aided Instruction）の開発が始まっている
（第１世代CAI，図表２参照）。第１世代CAIの開始は，ある教員の思い付きがきっかけである。
まだ日本にはなかったアメリカのCAIコンテンツやコンピュータソフトの存在を知った教員
が，これらのソフトを作成し横浜国立大学にて導入しようと試みたのである。
　この当時の練習問題の出題方式は，大問として精算表の作成を提示し，勘定科目は選択式，
数値は入力をさせるものであった。
　第２世代CAIにおいては毎回，CAI向けの授業プリント・配布資料を作成し配布するという
形式をとっている。
　第３世代CAIでは，「基幹コンピューターが変わるたびに費用が生じることを回避すべく，
Web化への移行」が求められ，移行がなされている。この「第３世代CAI」とされる2000年以降，
システム会社との共同作成・導入がなされている。これは，コンテンツ作成を研究者が行い，
オンライン化による導入・稼働は，専門のシステム会社が行うという形式をとっている。この
第３世代CAIにおけるWeb化・導入に関し，中心人物として貢献を果たしたのが高橋氏である。
（出所：高橋賢（2017）「学部における原価計算・管理会計 教育の現状と可能性 ～教材開発と
ゲーミフィケーション」日本原価計算研究学会統一論題報告資料，2017年９月12日。）
②　現在の導入状況
　現在稼働している会計CAIのコンテンツは，簿記CAI（Ⅰ･Ⅱ）・原価計算CAI・原価計算上
級CAI・管理会計CAI・制度会計CAI・国民会計CAIである。高橋氏はこのうち原価計算CAI・
原価計算上級CAI・管理会計CAIを担当授業に活用している。
　高橋氏は，CAIを授業で活用するにあたり，原価計算CAIに準拠したテキストを執筆してい
る。高橋賢（2015）『テキスト原価会計（第２版）』中央経済社（初版は2009年）である。これは，
原価計算CAIに準拠したテキストがなかったため，学内からの強い要望もあり執筆されたもの
である。学生に最初にこのCAIシステムを理解させる手段として，以前は初回の授業にてCAI
の利用方法などを学生に説明していたが，現在はマニュアルを表示し，学生自らに理解させる
方法をとっている。
　単位認定への活用（成績評価への活用）として，「原価会計論」では，CAIを期限内に全８
問解答すると20点（完答していない場合は何問解いていても０点），期末試験80点の100点満点
で成績評価をするという方法をとっている。これにより，CAIの完答率を上げ，定期試験の成
績を向上させることを目的としている。さらに，いつ学生がこの問題を解いたのか（期限を設
け，期限内に問題を解いているか）ということも評価の対象としている。
　また，原価計算コンテンツは，問題生成プログラムによって問題条件のランダム抽出設定が
なされており，学生たちはそれぞれ数値が違う問題を解くこととなり，同じ問題を解く可能性
は極めて低い。「他の学生の答案を見せてもらう」という行為を防止することができる仕組み
となっている。第３世代CAIでは高橋氏が作成したコンテンツを，システム会社がオンライン
化し導入・稼働させるという方法をとっていたが，第４世代CAI以降は，システム会社から学
内の情報処理システムに管理が移行され，自製できるようになっている（学部の情報処理担当
の助手によるオンライン化・管理が実現している）。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　この「原価会計論」における評価方法としては，CAIに20点が配点され，80点を定期試験に
配点するが，この80点の内訳は，論述30点，計算40点，応用問題10点である。CAIの導入によ
り，特に計算問題に関する正答率が上がっているとの指摘が高橋氏からもあり，計算を要する
科目においては一定の効果が得られると考えられる。
　横浜国立大学の場合，かつてはかなりの予算をこのCAIの導入に割くことができる状況にあ
り，このような大掛かりな導入が実現している。このCAIシステムでは，問題の作問，採点，
評価，記録，集計が行われ，かつ正確になされるため，授業における教員の負担もかなり削減
され，また一定の成果が得られている。本学においても積極的に導入したいところであるが，
資金面における問題があるため，この横浜国立大学と同様の導入は難しいと考える。そこで同
様の効果は得られないまでも，少しでも効果が望めるシステムの導入を検討すべきであるとい
えよう。
　また今回の原価計算CAIにおいて，一定の学習効果が得られているが，これは高橋氏がコン
テンツ作成の際に設定している問題作成プログラムによる問題条件のランダム設定が大きな貢
献を果たしていると考えられる。今後のコンテンツの作成において，ランダムに出題できるコ
ンテンツ開発は必須であるといえよう。
　最後に高橋氏は，これらのCAI導入の利点として以下を挙げている。「これらのCAIシステ
ムは，大学のカラー（教育の独自性）を出すのに貢献していると考えている。大学教員（研究者）
は必ずしも一つの大学に留まる者ばかりでなく，大学は常に教員が入れ替わる可能性を持って
いる。しかし，教員が入れ替わろうとも，システムは受け継がれることとなり，大学の独自性
が引き継がれるのである。また一つの科目を複数の教員が担当している場合においては内容の
平準化をもたらすことができ，ローテーション制の高い科目や，基礎科目には有効であると考
えている」としている。
（出所：高橋氏提供。原価計算CAIにおける原価会計論の受講状況。）
（３）原俊雄教授　（横浜国立大学　大学院国際社会科学研究院）
調査日：2019年12月20日
①　e-Learning 導入の取り組み
　簿記CAI開発の経緯として，まず第１世代CAI・第２世代CAIでは，簿記原理（簿記論の旧
科目）の授業の記帳練習という位置づけで導入されている。この当時は特殊仕訳帳制を前提と
した簿記一巡の手続きに関する総合問題が出題される形式で導入されていた。またワープロに
よる勘定科目の入力は困難であったため，勘定科目については数字にコードを付してから入力
させ，さらに60個の取引のうち８個には初期値と変更値を設定し，いずれかに金額がランダム
に割り当てられるようにしていた。第３世代CAIでは，基礎レベルから段階的に進捗度に応じ
て作問がなされている。また勘定科目は選択ではなく，自ら入力させる方法をとり，勘定科目
を正確に覚えさせるという効果をもたらしている。問題に関しては複数の問題を用意し，数字
だけでなく取引順序もランダムに設定されるため，より効果的なCAIシステムとなっている５。
②　現在の導入状況
　原氏は，簿記CAIを授業で活用するにあたり，テキストとして大藪俊哉編著（2010）『簿記
テキスト（第５版）』中央経済社（初版は2000年）を使用している。これは簿記原理の授業用
として原氏も加わり執筆されたものであり，第３世代CAIは，このテキストの内容に準拠して
いる。
　単位認定への活用（成績評価への活用）として，「簿記論Ⅱ」では，簿記CAI上に毎回の授
業内容に関する練習問題を掲示し，期限内に解くことを求めている。また段階を踏む形での作
問がなされているため，第１問が解けなければ次の第２問へ進むことができない仕組みとなっ
ている。全問解答すると10点（完答していない場合は何問解いていても０点），期末試験90点
の100点満点で成績評価をするという方法をとっている。
　また，エクセルによって作成された簿記CAIコンテンツは，ランダム抽出設定がなされてお
り，学生たちは，複数の問題から抽出された問題を解くこととなる。評価については，いつ学
生がこの問題を解いたのか（期限を設け，期限内に問題を解いているか）ということや，完答
できているかどうかをもとに行われている。
　また授業中は，テキストの例題を，パワーポイントを用いて説明を行い，理解できたかどう
かの確認を，授業中に質問をし，クリッカー６を使い確認する形式をとっている。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　この簿記CAIの学習効果として，原氏は以下のように述べている。「簿記論Ⅱの受講者が300
名を超える現状を鑑みると，一人一人の練習問題を採点し集計することは大変な負担となり，
実行に困難を伴う。この簿記CAIを導入するまでは，学生が自分で採点し確認をさせるのみで
あったが，導入後は授業時間外学習の状況も把握でき，かなり効果があると考えている」とし
ている。また学生の自主的な学習の促進につながっているとの指摘もあった。
　この原氏は，第３世代CAI導入の際に，高橋氏とともにCAI導入に貢献している人物である。
（出所：原氏提供。簿記CAIに提示されている問題と答案用紙。）
（４） 川端千暁助教　（関西学院大学　商学部）
調査日：2019年６月９日
①　e-Learning 導入の取り組み
　関西学院大学では，「簿記基礎」として，前期（週２回）・後期（週２回）必修科目４単位の
授業を行っている。「簿記基礎」を３人教員が担当しており，学生が３人の教員のうち自由に
受講する教員を選択する形式であり，学期の途中で担当教員を変更することも可能である。使
用テキストは各教員とも同じであるが，授業方法は各教員の裁量に任されている。テキストは
関西学院大学会計学研究室編（2019）「新版　基本簿記論（第４版）」中央経済社 （初版は2012年）
を使用しており，これは関西学院大学の会計教員を中心に簿記教育用に執筆されたものであ
る。基本的には，簿記・会計教育において，大学組織としてのe-Learning 導入の取り組みは
行われておらず，教員個人の裁量に任されている。
②　現在の導入状況
　川端氏の授業形式は，基本的にはパワーポイントを使用しており，テキストをスライド化し
たものを利用している。LUNAブラックボード（関西学院大学インターネットサイト）に授業
資料を貼り付け，履修者のみ閲覧可能の設定を行い，授業後学生たちが復習をすることができ
る，授業を欠席した学生が授業の内容を把握できるという仕組みをとっている。
　川端氏は授業中に確認問題を掲示し，Google Education７を利用し，授業中に何割の学生が
理解できているかを確認しながら授業を行っている。このGoogle Educationは無料かつ携帯電
話により簡単に使用できるため，学生たちが利用しやすいという利点がある。
③　e-Learning導入の学習効果と今後の課題
　川端氏は，e-Learning導入の利点として，以下のように述べている。「Google Education を
利用し確認しながら授業を進めることにより，より適正な速さで授業を行うことができると考
えている。授業中試験をした結果，Google Educationを利用して授業を行った論点の理解度が
かなり高いことがわかり，一定の効果があると認識している」としている。
　今後の課題として，川端氏は動画を利用した授業を積極的に行いたいとしており，すでに試
験的に動画を作成している（You Tubeに作成動画を挙げている）。またGoogle Educationをもっ
と活用した取り組みを行っていきたいとしている。大学として取り組みが行われる前に，自ら
できることをやっていきたいとの意欲的な意見であった。また他大学で同じ考えを持つ若手研
究者と協力し，コンテンツの作成なども行っていきたいとのことであった。川端氏は，
e-Learningを利用することにより今後の展開を模索している若手研究者の一人であるといえよ
う。
 
（出所：川端氏提供。Google Education を利用した理解度の表示と川端氏が作成した動画。）
おわりに
　各大学の先生方のご協力により，e-Learningを導入した簿記・会計教育についての調査を行
うことができた。これらの調査結果は，大学組織もしくは個人としてe-Learningを積極的に導
入し，学生の理解を高め，大学教育に役立てようとしている教員の意欲が感じられるものであ
った。これらの各大学の先生方の取り組みについては，来年度も引き続き調査し，e-Learning
導入の効果を確認したいと考えている。また，これらのe-Learning導入に関しては，資金面と
の兼ね合いが問題であることが改めて明らかになったといえよう。横浜国立大学のような大掛
かりな導入は資金面からは難しいと考える。そこで，導入費用が比較的少額で済むMoodleを
利用し，簿記教育に組み込むことを目標に，コンテンツの作成に取り組みたいと考えている。
これには本学の表氏が論文にて明らかにしているコンテンツ作成のノウハウを理解し，簿記・
会計教育に応用することを試みることが必要となる。そして最終的な研究目標である「本学の
簿記・会計教育において，どのようにe-Learning教育を導入すべきかの検討と導入の際の具体
的モデル・活用方法の提示」を実現するべく，コンテンツを作成し，本学の教育に導入したい
と考えている。
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